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|論説 ii

EUにおけるソーシャル・インクルージ‘ョン
政策の最新動向と日本への示唆

芝 国 丈 男

I はじめに

EUにおいては、経済同におけるグローハリゼーション及び知識茶、韓

経i斉化による競争激化、持ぴに、低技能労働者の労働市場からの排除及

び非正規労働化、人口構造の高齢化、グローパリゼーションの社会而の

影響としての移民の泊加、単身世.;i~"のI自加ベコ女性の社会jtt出による家庭

の構造や械能の法化といった状況の変化により、 90年代以降、失業芦や

相対的貧同者のJt']加キ、母了家庭、移民、障害者等の社会的弱者が、社

会のさまぎまなサービスや{舌動から俳F主されるゾーンヤJレ・エタスク

ルージョン(社会的排除)という状況がヰじた。このため、 EU及び加盟

国は、ソーンヤル・インクルーンヨン(社会的包摂)政肢を推進しているれ

この研究は、 ECの中でも先進1"'1であり、特彼的な社会保障・労働政策

の仕組みを持つドイツ、スウエ デン、イギリスの最新のソーシヤル・

インクルージヨ/政策の動向を概観するとともに、同じくグローハリ

ゼーンヨンと知識基盤経凶化の競下にさらされ、失業半や非正規労働の

増加、相対的貧困率の増加等の状況がみられる H本において、それらの

固と同様の政策の必要件や実現ロJ能性があるかを考察 tることをU的と

している c

E ソーシャル・インクルージョンと社会保障等関連施策を

めぐる EUの動き
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Ellにおけるノ ン号ル インクル ジョン政京の最新動向と H本への示陀

1 ソ シャルインクルージョン政策と社会保障政策の統合と成長と雇

用のための戦略との調整の動吉

Elでは、前述のとおり的年代から失業や相対的貧困世帯の増加がみ

られたことに問題意識をもったc このため、 2日00年 3月のリスボン欧州

理事会において、「より λきな社会的結合 (cohcrcncc)J、「貧困の根絶

に向けた決定的な動き」及び「十分(adequale)で持続可能な (sustainable)

な年令制度」へ取組みが、政策課題として上げられ、加盟各国は、前

者のテーマに対しては、 SocialInclusion 社会的包摂)に取り組むた

めの国家f丁助計画 C:'>IalionalAclion 1】lan) を作成し、 f走者の年金問題に

闘しでは、同家戦略報告 (NationalStra日前 R巳port) を作成することと

されたo EU加盟各国は、それそ

委員会に提l中引¥L、欧州委員会は、それらの統合根白書を作成して、政策

的取組みゃ、 j1s行状況を報告し合い情報を父換した J そして、欧州委員

会は、 *1、の専門家のd吉見も踏まえて、統合報告書の中で、芥同の計両
や戦的を評何するという開かれた調整方法 (Theupen }'.lethod oI 

Coodination) とL寸方式を、ソーシヤルインクルーンヨンと作金問題

について、別々に進行させていた。

しかし、社会的包摂のためには、労働 教育政策とともに、各国の社

会保障政策 (EUではH木でいう広義の社会保障を去す百業として社会

的保議 (Socialprotcction)が使われるJ の改善も求められることや、

年金に限らず医療・介議問題も大きく関わることから、加盟ドiの負酬の

重複を避けるために、 2以)3作の欧州l委員会から欧州用事会・欧州談会サ

へのコミュニケキ1の中で、これらの政策の調撃と逆行管理を lつの過程

にまとめる合埋化系がイ是正持された。そして最終的に2006年から「社会的

保護 (SocialProtection) とソーンヤルインクルージョンに閲する聞か

れた調整方法」にまとめられることとなった J これにより、工貧困や排

除との闘い(ソーシャルインクルージョン)、③適切かっ持続可能な年

令官l皮、③医械と介議ケア(long-Lcfmcarc)のでつの内科を含んだ21川6

年一2008年のド|ぷ行動計|由|を加盟芥ド|が作成し、それを欧州委員会が統

合計画再と毎年の逆行状刈の統合報件再と Lてまとめて、各国の情報交

1:~~と許怖を行う 1 つの開かれた訓~h法に手続きを統令することとなっ

た。ψJ

北法58(1-48:>)489 [2] 
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同時刻、 2削)5年3月に再度リスボンで聞かれた欧州委員会で、 2000年

からのリスボン戦略の見直しカ元和市され、新たに「よいltJい成長とより

多くかつより艮い仕事」をU標にリスボン戦略を再スタート tることが

決定された。加盟芥1"1に「↓"1為、改革プログラム (Nati叩孔1Reform Pro只

rammc) 2005年 ~20(陪年」の作!J'i:を求めることとなったυ州このプログ

ラムは(1)7夕日経済政策(経済全般、財政政策など、それに大きな影響

を'Jえる社会保障制度の改革を含む)、⑨ミクロ経凶政訴(企染の成長

を促す政策、研究・技術刷発投資の推進、エネルギ一 環」且問題との訪l

撃なと)、長〉房用戦時(労働市場への参加促進、技能の|白j上、房用主・

被用者の変化への適応力の向上等)を内容とする。

欧州委員会は、 2006年3月に前述のとおり、統 された「社会的保護

とソーンヤルインクルーンヨンに闘する|掛かれた調整方法」に某づき、

各国の施策の情報交換と調整をしていくことになったが、そこに定めら

れている新しい共通目標の中でも、リスポン戦略の月的と効県自むかつ相

互に作用していくことをおげている。判特に雇用対策では、ソーシヤル

インクルージョンの国家行動計丙と、国家改造プログラムには重なり合

う部分が大きい。

2 スウェーデン、イギリス、ドイツ及び日本のソーシャル・インクルー

ジョンの背景

ソーシャル・インクルージョンという百葉は、所得面の貧閃にとどま

らず、住宅・医療守各種サービスや就労、社会的活動への参加といった

牡会の多様なリソースや的動からの排除をなくすという意味で「多元的」

であり、また、結県と Lての貧困や各種・サービス活動からの剥奪といっ

た「静的な結果」にたいする放済といった対策ではなく、その結果をも

たらさないための「動的なプロセス」に対「る取組みとされている υ判

このため、芥川のソーシャル インクルージョン対策は、極めて多悌

であるが、課題として共通L、かっ各国とも主要な課題として取組んで

いるものとして、必労働市場への参加(火業の減少)と、滋相対的な貧

困半の減少がある， })、下、この一つの課題に関わる共通指標を中心に、

背景となる経済成長の状況とともに、 EUの中でも社会保障の先進川で

ありながら、エスヒン・アンデルセンの福祉国家の分類料として、社

[:lJ 北法;;8(1. 488) 488 
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会民王王表型、保守主義型、白自主義型とし寸特徴を持つとされるス

ウェーデン、ドイツ、イギリスの状況を、 H本の状況と比較しつつ見て

いきたい、

(1) 実質 GDP成長率

表 1でみるとおり、 2印)0年以降スウ Lーデンとイギリスの経尚1''<長は

好~IiíJであり、ほぼすべての年で E1JZ5 カド|平均とほぼ|寸等か又は k 回っ

ているコ他方、ドイツは全ての年で下削っているu fT呆には90年の東山

ドイツ統合の社会保障を含む財政負担の増加、東部川を中心とした失業

率の高さ、なとの特殊雫情もあるといわれているが、 2006年に入ってよ

うやく景気や後述の雇用情勢に明るさが見えてきているようである。

日本は90年代から続く長期不況を2003年明からようやく扮、け出してい

る。

表1 実質 GDP成長率(%)

ドイツ スウェーデン イギ1)ス EL:23カ凶刊号

2削)0 :-l. 2 4.:-) :-l.8 

2001 1.2 1.1 2. ~ 

2削)2 。。 2.11 2.1 

2003 0.2 2.I 

2削)4 1.2 1.7 :-l.:-l 

2005 0.9 つ 7 1.9 

2川 6(下想) 1.i 1.4 2.4 

ィム ト線は EC25カ目平均以上の因。〉成長干にづ|いといるハ
出典 EU1"Osl九lSlr乱elualindici1lion d九li1bi1Sf

:J.9 

2.0 

1.2 

1.3 

23 

2.:-l 

(2) 社会保護費、社会支出(社会保障費)対 GDP比比較

11 本

2.9 

O. j 

0.1 

1.8 

2.:-1 

2.6 

2.8 

E1J 0) 3 1'.1の社会保護費(ll、義のj十会保障費)は E1JZ5カ1'.1の半均よ

り高い方だが、イギリスは2002年から平均を下101っている、 3国の巾で

はスウェーデンが一番目いc

円本との比較が口J能な表 2-2の OECDの社会支山の刻 GDPJtZ003 

年データをみると、 H本は台計で18.61%と n:31'.1を卜回っている。

更に表 2- 2の頃U別の社会支山の状泌をみると、「高齢」でイギリ

北法58(1-487)487 [4] 



表 2 社会的保護費対GDP (%) 

ドイツ スウェ」アン イギリス

2削10 29.2 川 7 27.1 

2001 29.3 31.3 27.S 

2削)2 29.9 12. :5 26.4 

2003 30.2 33.3 26.1 

2削14 29.5 12.9 26. :5 

il 社会的保護貨 SocialP rotectiollは円本の社会保障比

彼線は I仁2;;カ|玉|ド均未満σ)同

1'1'1典 E山間同tStractual indicatioJl database 

ー込 門
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EC2Sカ阿平均

20.6 

26.8 

27.0 

27.1 

27. :j 

表 2-2 OECD基準による社会支出費対GDP比比較 (2∞3)

I門"'  
ス内且

等病陪喜 保療健反
同勾、

忠労説桔也的

丈 住 生 ぷ口込

出古 在た 族 業 右

寺 v忠君I 
百十

ドイ y 9.52% O. :i:i 2.90 1.97 2.:i() 1.12 1. 80 u.2:-; 0.49 26.72% 

スウょーデン 10.11 0.69 6.，，8 i.13 3.;)↑ 1.2イ 0.39 日'70 31.86 

イギリス 日40 0.2:-; 2.;)0 6.68 2.44 0.;)1 O，iil 1.4:) 11.12 20.8:) 

11 本 8.69 1.2'{ 1.2'{ 6.16 。70 0.30 日↑5 0.20 18.61 

片 比較のため持」頁凶で最も数値の向いい|に下線。

ィム 表:2(1) EC );1"主幹と OEじDJ;l;i事は施設整備費等も入っている等)c，準が単なってい
る高齢J --'t齢年牛、介護保険 老人福祉、「遺品'J 遣部、年企等、 'R材活ー
傷柄等労災給付、業務外の傷病給付、障害イ|金、障害占栴社、「保健医

拾の現物給付、 l君扶川市子当、出伝子当、育児休業給十j等、 l積相的労働

政掠ヲゴ働苫の甲用機会提供・能)J開発下、円本は甲府保険 3半菜、 般会

計の公共臓業案内費M等、 l失業足凶保険等の失業給付、 l住宅J = IWは
公副作宅、?で宅千当ペ"、日本はf十宅支{I'rの統言|末終怖のため非副上、「牛i'，¥f;r;;&
等公的扶助費と他に分1;..11できないその他粁費、 11本は生活保議費が巾dじだ
が災山救助ー婦人保護 原爆被古者給j.J合むυ

山典囚~社会保障人1 IliiH壇研究所 l平成16イ|度社会保障給付費」原典OECD
Socialιλpenrlilure De¥Lahase 

スがjf¥;，、のは中所作以上の者には基礎年金に上正Lせされる 2階部力、の年

金について、民間年金への移行を奨励している表れと目、われる。

「障害・傷病手」の3国の高さは、給付の允実振りを]ぇ映していると

百えるが、後述のように傷州 障害給制受給者の居川への似帰を課題と

している。

[;;J 北法;;8(1'486)4閉



Ellにおけるノ ン号ル インクル ジョン政京の最新動向と H本への示陀

「家族」に関する社会支山のかなりの部分は、各国とも児宣関係給付

がl行めているが、 H本の低さが目vつ。後述のとおりイギリスは児旦の
貧困根絶を少子化刻依ではなく機会均等と社会的排除の世代間移転防I1

の観点から重点的に取組んでいる。

「積極的労働!Ii場政策」について、スウ ιーデン、ドイツの高さ7J'U

すっc f:走述のように両↓1'1とも、特に政権が変わって以降、その牛産I士や

機能の改干きが課題とされている c失業」は厚用保|没の失業給付など受

動的な失業対策の賀用であるが、ドイツの両きは、同同の失業率の丙さ

を反映している c

(3) 失業率と労働力率

社会的排除の主要課題の つである労働市場への参加の状況を表すも

のとして、失業平と労働力不がある。失業平は単に雌J践しているだけで

はなく、就業能力があり、職業安定機関に登録する等調査時点で就職活

動を行っている者の不であるので、傷病・防?ヰ等で就業能力を欠くとさ

れる者や、育氾等の就業への支障や、意欲の1E失で就職活肋をj丁ってい

ない者は合まれていないっそこで、 EUでは反対に労働に参加している

者の率である労働)J率を甘楳指様としてし、る。就労年齢層全体(15歳か

らは恥)、就労作齢層の女件、就労作曲合同巾の高年齢凶 (55i;よからは歳j

の3ゲループの労働}J率について、 2010年までのH襟怖として、全体は

70%以上、女性は印)%以上町、高午齢者 (55-64成)は日%以上とする吋

というは様を占てている。

以下、各国の失業キ・労働力キからそれそれの端題をみると、 ドイツ

はEC2oカ|主|半均より高い失業率を小しており、害者も EU半均よりは

低いが15%台であり、特に 1年以上失業とし寸長期失業苫が多く、労働

市場の流動性の低さが課題とされている。労働力率はl士J齢者に改世が見

られるがし、ずれもリffを達成できていない。このような雇用情勢の悪さ

も安岡の っとして2006年夏に政権が変わったが、選挙の結果、与野党

の差が少なかったため、大連立政権となり、各政党の合意と調整で改草

が進められようとしている c

スウエ デンは、 EUの労働力半のUI::'1については、いずれも2000年

より i主成しているが、成長率の好~"I さに比べ近年:ι者を中心に火業率が

高く、そのことも 囚となって2006年9月に政権交代を招いている。新

北法58(1-48;))485 [6] 
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政権となって、積極労働!Ii場政依の規模の絹減平内科の見直し等、雇用

政策の占向に変化がみられつつある。

イギリスは、労働力半のUI'%も達成し、失業半も EUの平均を下|υ|っ
ているが、後述のように屈JIJの桝統と質に問題があること干、傷州を理

由とする労働不能給付受給者の増大がみられ、それらの受給者の労働!ii

坊への復帰が課題とされている c

日本は、高齢苫の労働力半は高いが、女性の労働力半のjrlさにより、

全体としても 70% を上回る c 失業率は全体としては低いが、 Æ~i者の失業

率は EL22カ国平均や EUの3国よりは低いが、円本の全休失業率の 2

表3 失業率・若者失業率 (25歳未満)・長期失業率(1年以上失業) (%) 

ドイツ スウェーデ〆 イギリス [1125カ同平均 日本

令体 1;首 iぇ朋 令体 1;首 iぇ朋 令体 1;首 iぇ朋 令体 1;首 iぇ朋 令体 1;首 iぇ朋

200C ;ウ 内ム 10.li 。。戸t 5.6 10.5 u ).4 12.2 u 8.6 17. J 3.9 4.7 日l 1.2 

2川1 7.4 12.8 37 4.9 10.9 1.0 .). () 11.9 1.3 u 3.8 .). () 日6 1.3 

2002 8.2 1-1.2 3.9 4.9 11. 9 1.0 12.1 l.l 8.8 18.3 3.9 5.4 9.9 1.7 

2川3 9.0 1-1-. i 4. .) 13.4 1.0 4.9 12.3 1.1 9.0 18.8 4.1 .).3 10. 1 1.8 

2004 9.5 15.1 5.4 63 16. ::l 1.2 4.7 12.1 1.0 9.1 18.9 u 4.7 9.5 1.8 

2003 0.5 15.0 目。 '7.8 22.6 1.2 12，9 1.0 8.8 18.6 3.9 1. .( 8. i 
n'，典 Euro山 iSiraciual indicaiion ctaiaba記

表4 労働力率全体・女性・中高齢 (55歳 64歳) (%) 

ドイツ スウェーデ/ イギリス

全体 ι性 日齢 全体 ι性 日齢 全体 ι性 日齢
2ω。63.6 58.1 37.6 73.0 70.9 64.9 71.2 64.7 50.7 
引)01日ii.B58.7 :~7. 9 71.11 72.3 66.7 71.1 iJ5.11 52.2 

2002 63.-1 58.9 38.9 73.6 72.2 68.0 71.3 65.2 53.4 

20(日 6.1. () 58.9 39.9 72.9 71.5 68.6 71.5 65目355.4 

2001 63.0 59.2 11. 8 72.1 70.5 69.1 71.6 65.6 56.2 

200i) 6.1.4 59.6 45.4 72.5 70目469.4 71.7 65目956.9 

ιl ト線はELの労働}j宇目標を上削っているもの、
出民 EUn)s川公(ra('(u川illdica(iolldaじ，b日間

[7J 

EU25カ凶Y均 11 本

全体 ι性 日齢 全体 ι性 日齢
回 453.6 36.6 68.9 56 62.8 

62.8 5U J 円勺7.;， 依すお 5i.O 62.0 

凶 8日738.7 68.2 56.5 61.6 

62.9 55. () 40.2 68.4 56.8 62.1 

63.3 55υ 【i 11. 0 68.7 57.1 63.0 

問。856.3 42. .1 

北法;;8(1. 484) 484 
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倍近くある。また、若苫を巾心にパート・アルパイ卜芋非正規雇用形態

の比率が増大していること古元果題とされている。

(4) 相対的貧困率の状況

干十会的排除のもう つの主要課題として、相対的貧困層の減少があげ

られる。その定誌は可処分所付の巾央1fTi:*9の60%未{前を貧困リスク層、

50%半満を貧困層と捉えてその全体の人11にl行める害l令を、共通の政策

U 標の指標としているυ

表ろのとおり、 HT:l同では、福祉の行き届いたスウェーデンが特に

侭く、 ドイツは EU平均市であり、イギリスは高い J 表 5-2で、円ノト

をOECD某，'tによって比較す一るとそのイギリスより高く、アメリカに

接近する勢いとなっている c

また、表 5-:1に見られるようにイギリスでは子どもの貧凶ネが品い

が、機会の平等の観点や世代間の貧岡の連鎖の防止の観点から問題視さ

れ、後述のように重点#題とされている内これに対して、日本のチとも

の貧同率が全体の率よりほいのは、表z-zの家族給付の低さから見て
も氾帝給付がずし4丈しているからごはなく、後述のように桐対的貧凶帽の

料制率・出牛率のf止さによるものと思われる。高齢、層の貧同率の EL3 

因の{低ιさは、スウ工 デンなどの税財源の最1低止i仰r
が近年取}り]入れた年金主鮪Hの低い高歯齢令者への 般の/性十川f保呆護よりミ一ンズ

表5 貧困リスク層(所得中央値60%未満層) 全体・ 15歳以下の子・ 65歳

以上人口比(%)

ドイフ スウ rーデン イギリス E U23プJ困、l'均

全体
15歳 G3歳

全体
15歳 G3歳

全体
15歳 63歳

全体
15歳 6S歳

以下 以上 以下 以上 以下 以上 以下 以上

1995 15 18 15 20 28 32 

2000 111 J:J 10 19 2'， 24 16 部) 1， 
2001 11 H 12 日 7 IG 18 23 27 IG 20 IG 

2削)2 IS 211 16 11 111 15 IR 23 26 

2003 15 20 IG 18 22 2/1 15 19 17 

2削14 Hi 211 15 11 11 14 16 山) 18 

出Ol Eumぉla(ヌ(ra('(u川 illdica(iollda(ζ，b日間
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表5-2 OECDデ 空による貧困リスク層と貧1困層に属する者の人口比(%)

ドイツ スウエ」テゃン イギリス アメリカ 口 本

60% 日)% 60% 日0% 印)% 50% 出)% 50% 60% 示)%
未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満 未満

1995 14 8 日 4 l日 11 24 17 20 14 

2000 H 9 11 5 19 11 2; 21 15 

片 199::1は l イッと日木は 1994年のデータ~ 2ωoは↑イ γは凱JOI年のずータι 相対
的貧困同は可処分所得巾とた仙の川河未満、絶対的責凶肘は可処分所得中九仙の
50%未渦の届に属する者と定義するし

山典 OEじDqucstionuirc on distribution ufhouschold inCOlllCS 

表 5-3 OECDデーヲによる年齢別絶対貧困層に属する者の人口比

全体・子ども・高齢者

ドイ y スウJーデン イギリス アメリカ H 本

イ、
十1〆 ?省凶齢片

イ、
十1〆 背省凶齢

イ、
十1〆 ?省凶齢片

イ、
十1〆 ?省凶齢片

イ、
十1〆 ?省凶齢片

体 も 体 も 体 も 体 も 体 も

11叩3 日% 111 11 4 3 4 11 12 ワワ 21 1" 12 23 

200C 9 11 !o 5 」 8 11 16 14 17 22 2S 15 II 21 

注 絶対的貧困層は所得巾火ゴ出のロ0%未満。 rどもはIR歳未満、両齢者は出歳以上、
1995はドイツと日本は1994年のデータ。 2飢10はドイツは丘101年のデータ J

出典 OEじDqucstiolluirc叩 distributionuf hOl1町holdillmlllCS 

テストをゆるめた税財減の扶助の影響とも思われるコH:f'の高齢者は厚

生午金受給者憎の増加により、高齢帽の桐対的貧困ヰは編小しているが、

就労の有1lilや、受給している年金の種類で、所得の格差が元々大きい中

で、人口高齢化により高齢者の絶対数が増えていることや、単身・高齢

者のみ世j山の増加など親放内の扶養)Jの低 l、で、相対的に貧困なl日J齢者

の絶対数は増加しており、後述表呂、 9のように止活保設半全体の上昇

にも寄与している *10

3 3国の社会的保護とソーシャルインクルージョン関連施策の展開、

国家行動計画2006-2008年の主要課題と最近の政策変更

以卜、 2で述べた背景状況を踏まえて、 EU31"1がどのようなソーシャ

ル・インクルージョン施策を近年l長閉しているかを概観したいっ

[9J 北法;;8(1. 482) 482 
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(1) ドイツ

ドイツは、 EU平均より l士Jい全体の火業率や長期火業率、 EU半J!)よ

りは!ft，、が全体の失業半よりは高い若者失業半、近年改善が見られるが

EU目標に迭していないι性労働力率、 55段目、卜の中日年齢者労働力率
なと、雇用の改善が最重要課題となっている。

その背景には、比較的強い同市IJの労働法制と労働組令によって、既存

の雇用が守られている以面、新規の労働需要や扉用の流動牲が低〈なり、

両い失業平や失業期間の長期化につながっていると言われている c この

ような問題意識から、近年、以下に述べるような大規模な改革カず講じら

tれている C

他方、村I/.J的貧岡率は、比較的手厚い社会保障・稿布|制民でほぼEL

干均並であり、 3同の中間に併置している c その改菩策については、就

労インセンテイブを高める))1白jで、社会扶助と失業給付の整理等を行っ

ている。以卜、近年の改善策を具体的にみていきたいc

ア ハルソ委員会の報古を受けた 速の労働J!il品己主#と社会扶助制度改

革の動き求"

ドイツでは、失業キの高き、特に長期失業ヰの高さが第ーの政治説~

とされ、近年2以)2年の Job-AQTIV法、フォルクスワーゲン十十の労務相

当役員であったハルソ氏を委員長とするハルツ委員会の報告を具体化し

た通称ハルツ I-]V法 (2003-2000)及び労働市場改革法 (2003) と

速の法改正を行い、積額的労働J!iJ品政策の担ぃ予である機関及び施策の

内容、失業関係給付制度並びに社会扶助制度に大きな変革をもたらしたU

以下そのl勺存を項口ごとに兄てみたい。

⑨ 臓君主制介組織の改草 創lす公法人化と地んとの協働・給十]機関との

統合

十てとしてハルア山法により職業料介業務を行っていたいlの連7右足川局

は、独立公法人の雇用エージヱンシーに改編された。また、各雇用エー

ジェンシーには、旧屋川局と白治体の社会制祉部局の組織を連携させた

業務共同体 (Arbcits又cmainshaIt)を椅き、職業紹介と失業関係給付業

務を、ワンストップ化させた *L~

ハルツ I法により、各雇用エージ L ンシーには人材サーピスエージ L

北法58(1-481)481 [lO] 
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ンシー (rs川が間かれた。人材サービスエージ ιンシーは、失業苫の

職業訓糾lを行うとともに、失業者に対して人材派遣の形で、職業を料介

tるンステムであり、そこから更に派遣先企業での直長雇用に結びっく
ことを期待する11組みであるが、恒川エージェンシーの多くは、民間の

派遣会社と契約を結び、その業務を委託している。

また、ハルツ法以前の2002年の 4月から職業紺介クーポン制度が導入

されているu これは 6週間以上の失業者に発行され、民間の職装紹介企

業が、これらの者に迦15時間以卜の勤務の職業を紹介できたら、その民

間企業がクーポンをもらって報酬を得る牡組みである c

い「れの施策も、職業紹介組織の独立法人化、 ttJR化や地方との協働

によって効率化を図ろうとするものであるc房用エ ジェンシ への組

織変史については、組織移行時の 時的混乱や 部白治体での窓口の統

の遅れなとの支障は生じているが、相談のワンストアプ化や職業紹介

と給引業務の効不イヒがなされたとの好吉、白むな評仙を受けているようであ

る。

他方、人材サーピスエージ工ンシーについては、 20041['に受託企業最

大干のオランダの人材派遣会社が被差したことや、この制度を利)IJしな

い場合と比較して、かえって失業期間が長くなったとか、 1刊あたりの

費川Jが高い等の評価もみられたため、200o年6月からは、各月五川エージコ

ンシーは、人材サーピスエージ L ンシーを必ずしも設置しなくぐもいい

ことになった。

職業紹介クーポンについても、民間業再の一部に悪用事例があったり、

紹介後内皮失業する者の率がかなりあることから、その日川にあたって

は民間業者の業務l人j手干のチ ιックが必要という指摘はなされているよう

であるコ

③ 失業給付の見直Lと社会扶助との再編成

従来、いわゆる失業保険である拠「十怖IJ火業給刊は加入期聞に応じて最

大32月間、従前の給与の60%(子どもがある場合は67%)が支給された。

その期間経過絞も資産J);jJ去により一定以卜の低所得の失業者には、税財

源で無期限の失業扶助(従前給与の5:3%、子のある場合57%を保障)が

J技庁されるとともに、その給付水準が最低牛活基準を|、回っていれば、

別途社会扶助(円本の止活保誌に相当)を自治体から受給することがで

]
 
I
 
i
 
[
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きたc

f也点、社会扶助制度は、就労の能力や意欲がなかったり、就労への文

障があるため、最jl¥生活状態にある苫なと、失業扶助の刻象外の苫も受

給していた。これらの失業給付及び社会扶助制度につい-c、労働市坊改
革法とハルツlV法で以下の見直しが行われた。

まず、労働市場己主草法 (20日3年)により、拠州制の失業給十J(失業給

付Iと称される)の支給期間は最大32月から、 54歳までの苫は最大12月、

回収以トの者は最大18けに短縮された。失業給HTの水小については、

従前所得の61J%(了のある場合6i%)を保障するh式は、そのままとなっ

ている。

同時期jに改正され到)lJo年1月より施行されたハル YIV法により失業扶

助と社会扶助の関係についとも大きく改編された。

まず、 刊に 3時間以上働けると判断された者は、「就労能力あり」

とされ、失業扶助が改編された失業給十JIIのみを土;給されることとなっ

た。この失業給付Eの給付額は、社会扶助の本準と台わせた定官官、の給付

となった '13

他h、社会扶助は、上記基準で「就労能}Jなし」と判断された者のみ

に支給されることとなったれその給付額は、前注目のとおり失業扶助E

と水準を台わされたノじ頼給付である。

なお、 65歳以上の高由行者や障台育には、高齢者の子ともに対する扶安

義務を緩和(了どもの年収が10万ユーロ未満は、了ともには扶養を求め

ない)した慕縫所得保障制度が、別途、やはり税財源で支給されるので、

高齢の貨同層はH本と異なり、社会扶助を受給してし、ないじ

失業給付Eの受給者は、就労能力ありと判断されているので、原則と

して、居川エーンエンシーの職業の斡旋を余f干の理由がないと断れない

こととなっており、職業幹肢を断ると一定期間の給付の一部減額などの

不手Ij析な措置を絞ることになる c

他方、就職伐材た賃令収入に!Jt;じて給付は減瀕されるが、賃金のうち

100ユーロは経賓として佐除され、それ以卜の賃金も月 1200ユーロまで

は収入の一定割合は、子7eに姥る形とすることで、就労インセンテイプ

がなくならないようにしている c また、私者の火業給{，)受給者について

は、特に雇用、職業教育または賃令補助付き就労等の特別な就労機会を、

北法58U -47:>)479 [12] 
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制度改 11 の趣骨は、就労能力の布告~で火業給付 H と社会扶助を整理し、

初、も同水準とすることで|山j苫の重複を整理L、就労できる苫にはできる

だけ就労してもらうということであった。これらの制度見直しゃ械業料

介支援の強化とそれを断った場合の不利益桁情という「飴と帆」の刻扱

によって、ゴ、業期間や給付額を縮小し、公業者が減ることが期待された。

しかし、五際には氏)0:5年 1月導入から失業者は増加し 2月にピークの

521h人に注した。社会扶助ではない給付への移行ということである桂

皮の増加はf恕されていたが、 200:5年平均の失業者データは、失業給付

Tの受給者は209万1ωo人、失業給f、J11の受i]古者は277h2印)0人となって

おり、失莱給付111土、円初の見込みを大きく上凶っているυ

その背景には、社会扶助より失業給利 11にステイゲ7がないという要

素もあるのかもしれないが、失莱給付Eでは、未成年でも主祉の家をでる

と同 家計(需要共同体)とみなされなくなることを悪用して、実際に

は説の支提を受けつつ家賃加算{すきの失業給付Eを別途受ける例、収入

のあるパ トナーと事天上婚姻関係にありながら住宅を共有しているだ

けと-nRする例、資産・収入隠しなどの;m)1J例もあると見られている c
ハルツ改#後失業が増加したことが20051['9けの総選挙ご社会民土

党・緑の党連 ¥'(1政権の敗北につながコたが、野党も単独過半数をとれず、

その後保守・社会民主の大連立IAJ開成立につながっている。

③ その他の労働供給奨励策

ハルア改吊前からi国15時間未満労働ご賃金が月325ユー日未満の者の

+十会保険料の被川者負初出分を免除するミニジョブとl呼ばれる制度が

あったυ ハlレツ E法 (2003)の改正で、その範圃を凶げ、賃金月4ωュ

口までは被JIJ者負担部分は日とし、その後賃金の卜昇に伴い月初Oユー

ロの満額負担までは、緩ベコかに被用苫負担上げていく方式に生えた。こ

のように賃金額が卜がって一部被川者負組部分が減額の対象となる居川

をミデイジョブと呼んでいる}ミニジョブ・ミデイジョブ対象苫は11%

増加したものの、そこから 11胤屈)IJに結びっく者は低い割台にとどまり、

社会保険料を満額払う雇用者が減ったとの詐価があるようである c

また、ハルツ H法で Ich-AGといって、ゴ、業者が1人会j十を起業した

場合に補助 tる制度を導入L、2004年までにお万件の利用があった。準

[13J 北法;;8(1'478)478
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備不足から起業の失敗に終わるケースもあるが、起業の)占J)jゃf也の就業

への移行につながっているという評何がされている。

更に、 2000年から 1ユ ロ・ジョブといって、長期失業者を対象に、

白治体等が迫力目的で、公共性のある、公従業務を提供し、時給 lユーロ

で首長雇用する制度を始めた。職業宵慣をつけさせ正規雇用への契機と

することが意附されているもので、 2005年末で25万人がこの制度で居川

されている。しかし、労働組台ゃ経凶界からは民間の仕事や 般の厚用

機会を存い、市場を混乱させかねないとの批判lもあるようである c

高年齢者への失業対策・労働力率九]策としては、ノ、ルツIi土で55歳

以卜の失業者が新たに械に就いたI品合に従前の賃金との差額の半分の補

助を、失楽していた期間だけ受けられることとなったc また、必巾高年

齢者の雇用を促進するために2005/f求までに新胤係用した場合の社会保

険料負担の鮮減策もとられているυ

これら一連の低賃金労働者対策、円'{T';業の起業土:J塁、中高年齢者の雇

用支援等によって、多様なd出働機会を提供し、比較的硬直的で新規房用

が少なく、失業も長期化するといわれる労働dJ場を流動化することや、

失業から少しでも就労に結びつき、やがて 11規労働に移行すること、社

会保険料・税の巾告を免れる間労働を少なくさせることをねらいとして

いる。

Tch-j¥Gなど効米が認められている施策もあり、巾高作齢者の労働力

率も上がってはいるが、ミニジョブヤ 1ユーロジョブから 11規原)iJに結

びっく例が少ないことや、社会保、険料を払う雇用者が減少していること、

1ユーロジョブ等の半公共的府川の拡大が民間の労働市場を圧迫したり

ゆがめかねないとのfJL半Jjもあるようである。

イ ソーシャル・インクルージョン百|画20怖や国家改造プログラムの王

要課題に見られるその後の政策展開叫

ドイツの最新の社会保護とソ シヤル・インクルージョンに関する国

家戦略レポート (2006) と川家構造改草プログラムの実施・進行状況報

青書 (201附)の巾から、ソーシャル・インクルージョン刻誌の主要課題

を見ていくと、 :î)労働市場の参加者の増加、(己~)I~j年齢層の労働市坊の参

加奨励策、③若者の失業対鋭と教育・訓練の不利の除去、⑧移民対策、

北法58(1-477)477 [14] 
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(~)子育てと仕事の|山j立支綬i立の強化、⑥h草害者の差別の除去と統合強化

があげられている。以卜項目出IJに整理していきたし~

① 労働dJ場の参加者の増加

労働市場の参加者の増加策としては、アで述べたハルツィ去を元とする

連の改草がその刻扱としてあげられている。失業給付Eの受給者が

2ω5年 l月の制度移行時より大川に増加守る等、失業者は2005年2月に

521万60以)人とピ クを示したが、その後主として輸出の仲びなど経済

の回仰で総選挙のあった秋以降失業者数も落ち着きをみせ、12けには160

万6000人となっているが、 2005年平均の失業者数は486万人と2004年平

均より 18}J人増加している c

新たな対策としては、失楽給付 E の不正 _~~~ì~\J 策として、 25歳未満の

未婚のι者は親!日帝の 員と見なすことや、独立jU帯を形成して失業給
付Eの対象とするには地)j機関の承認を要すること、同居パートナ一等

の立証責任を受給者世lに移す等の給付濫用対策が講じられている c他方、

失業給付Eゃ社会扶助の旧東独州の低い基準叡は山部州の基準に統 さ

れた (200自午 1月)。

失業者の中でも特に労働市場から排除されがちな|分な教育や職業資

格を持たない低賃金労働凶が200"年で約160万人おり、失業者の39.S%

にのぼるとされている。彼らに対して、社会扶助の最低ヰ治水準以上の

賃金を保障しつつ、より広範な低賃金労働の機会を処供するため、賃金・

4十会保険料負Jf1に対寸る補助を組み入れる低賃金労働としての

(Kombi-Lohn， combincd-w叩 c)の導入を検討している。その系の具体

的中身ホ1~については現在検討がíitめられている c

ヨ〉 高年齢IQj(50歳以上の苫や55歳以上の苫)の労働IIJ場の参加奨励依

55~1足以 [-.0) ，均年齢者の労働力率 (2ω5年45.4%) を2>0% の ElJ目標以

上にするとともに、政府として年令支給開始年齢を2012年から2029年ま

でかけて現行の65政から67hl誌に引き卜げるん針を決定したこともあり、

今後、高齢者雇用を 居奨励しようとしている

既にア〈そでのべたように、 ÕO~Iι j:J 卜の者を居川した場合の賃金補助や

55歳以上の苫を雇用 Lた場合の失業保険料作除が訴じられているが、他

にも5日以以トの長期火業者の居川を推進する620)地主プロンエクトを連

邦が支援する施策である '1】erspecLive50plusJ (2005)や、 58歳以上の

[l;;J 北法;;8(1'476)476
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者に 1ユーロンヨブ悼の形で糾たに 3万人分の雇用提供を行うことなどの

対策が行われている c

③ 若者の失業対策と教育・訓練の不利の除土

1:，:者。〕火業者には日IJ述のように 3 月以内に、教育面lゆ~l、屈川正は賃金

補助付き雇用等の施tf~の対象となるように努力するという U摂が立てら

れている c 若者向けには他より手厚い75人に l人のアドパイザーが置か

れ個別の肋言指導が行われているυ

また、 ドイ yは技能労働者となるために職坊での数千「問の見台lい労働

をj丁いつつ、週に数日専門学校のような所で職業に即した教育をi立ける

「デュアル・システム」が、従来から行われていたが、近年職場におけ

る見宵い劣働のポストの不足が見られた J このため、政府は、課徴余{す

きの法律案の同会提問により、見習い労働ポスト行IJW，の強制J条をちらつ

かせて経泊界の譲歩を促し、最終的には2003年に連邦政府と経治界の問

で「訓練とA;:作技能労働者のための同家協定」が2003"t'に結ばれた。こ

れにより、経済界は年間3万人分の見宵い労働ポストを提供し、連邦政

Jfずもそれにつけない者への主主従的職業訓練ポストを2.5万人分提供する

ことになった。また、今まで見習い労働ポストを提供したことがない中

小企業に補助する ']obstartcrJ事業も開始しているつ

さらに、+十会的排除の原阿となる教育格ノLと取り締むため、後述の了

育てと仕事の阿立文緩策とも重なるが、 CU20051['施行の保育拡大法ご

2010年までに全H市IJの3歳未満の保育所を23万人分、作ることを甘楳に"L

め、事業主体である州を連邦が補助することとしたこと、去3-6歳10J

けの幼稚阿も特に外|斗出身者等には修学liijの語学教育にもなることか

ら、その推進を図ること、:~~)ドイツの学校は、「口市IJが多いが、これを全

H市IJに移行させるべく州の某撚整備に対して補助を行うこと、 (4)毎学年

巾等教育で9%の生徒が羊業資格なく巾込Lていき、労働や社会から排

除されるリスクを負っているため、 2006年「怠業者の第ーのチャンス」

という名の事業を開始し、年間1000人程度を刻象に怠染者の学佼での再

教育ヤホ業後の企業での訓料等を行うこと、③牛v工学習の制点から、企
業で行う高足な技能訓練を支援する事業、手の諸施策を進めている。

④ 移民対策(治学教育と資格取得のための職業教育)

2005年に施行された移民法により、移民には語学教育やドイツの法制

北法58(1-47;))475 [16] 
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民・主化.fflF Iどなどの基礎的情報を提供するなとの支援が行われること

になっているが、連邦は、これらの情報提供や職業的な之媛を行う移民

のための不 y トワークを万三1''<よるとことした。

⑤ チ育てと(1工事。〕両守主援策の強化

2007年から従米の育児手当がl山，]fJ¥手当に衣替えされ、育児のため休業

したり、週30時間未満の就業をする者に、従前給与の67%を保障するこ

とになった。その期間はJ'，親のみの利用は12月だが、もう 人の組(父

親)も利用する時は11けまでよ給される n また、低賃金や無職だった親

にも最低限月額3ωユーロは支給されることになっている。

また、③の教育情主主解消策の中で述べたように、全日制保育所の定員

拡大や幼稚園の拡充、学校の全日制化が進められており、これらの施策

は、両立五夜策の中心施策でもある。

GD 障害者の差別の除去と社会への統合の強化
附7存者に対しでも2001年社会法典9章のリハビリと参加の充実に作い

「年余の前にリハビリ」原理を導入して、障害年.G:申話者によJしては、

障子守作金の支給決定前にリハピリや労働への参加のロj能性を審杏するこ

とになっている。また、障岩者平等法により、労働法や市民法の分野で

障子守者が差別されることは栄じられているの

障岩者の府川への統合はまだ残された認題と訟p哉されており、早川T

への訓練 雇用の助成措胃の延長、ずし五浪が図られている。

ウ 欧州i軍事会の許{仙

2005年までの各|判の報告に対して、 2006年3月に欧州委口会がまとめ

た「社会保護と社会的包摂に関する統合報件再」市16~こおいて、社会的包

摂の部分でトイ J0)課題として指摘されていることは、①実施中の労働

IIJ場改芋、特にハルツ町法が社会事手i肖的に排除されるリスクのある届に

岩手定的影響を与えないよう保障すること、②移民、特に第 、第二世代

が|分な教育の利用で労働11'場に統合されるよう持続ロJ自主な総合的施i立

を進めることであった。

また、氏)06年1月の欧州委員会の各国国家改遺プログラムのドイツの

催JIJ関連部分に対守る評何は、優れている I，~として L者の火業へのj静岡

たる取組みを上げており、更に注意を要よる J占としては、〈む移民干↑IIい

[17J 北法;;8(1'474)474
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職業資格の労働者の統合の改善についてより総合的な取組みを進めるこ

と、州の権限・責{千に負う所の大きい保育所のJ広大計|自10)具体化を似|

ることが掲げられている

(2) スウェーテン

スウ Lーデンは、 2で見たとおり経1首1''<長は好調で之、労働力半も全体、

木柱、中l士J年齢層ともに、 E1J目標をクリアしている(表 4参照)。また、

相刻|内貧岡半も普遍|円で手厚い社会保障・柄祉制度によって、 EU平均

を|、回っている(表日参照、)c このように、社会的包棋の制点から見れ

ば優等生の国であるが、近年経泊が好調の剤には、失業率が高く (表3

参照)、また、傷病給付を受給する傷病休業、|中台者に立;給される年金 (30

歳以よは傷病保障、 20-29歳は活助保障という名称である)を受給して

労働市均から退いてしまう早期引退者が増大しているなと非就労者の増

大が問題視され、それも 因となって201J6年9月の総選挙で、社会民王

党・緑の党の左派連合が、穏佐保守党を中心、とする右派連合 C¥l1iancc

Ior S¥veden) に絞れ、第一次大戦後3反日の保守政権となったし

社会的排除への対処方針にも変化が兄られるが、そのきE化を前政権に

よコでまとめられた「牡会的保護とソーシャル・インクルージョンに関

するスウェーデンの鴨川首2006-2008J叫 7と、新政権がまとめた「成長と

府川jのためのスウューデ〆改革プログラムの改言J版川の、ノーシャル・イ

ンククルージョンに関連のお5い雇用対策と相対的貧困対策を巾心に、比

較してみたしL

ア 「十十会的保護と、ノーシャル・インクルージョンに関するスウコーテ

ンの戦略2006-2008Jの主要員県題と施策 前政権の政策の基本的な方

向

スウ Lーデンは、職業等で区別しない普遍的な社会保障制民や子)早い

倒祉施策により、制祉いi本を1事梼しているが、その什市上r"l本を維持する

ためにも、就労第一主我をとり、働ける苫は働いて支え手となってもら

うことを基本占針としている。そのため、 Activatioll (活性イヒ)と言わ

れる国・地方円治体が失業者に対して行う子l早い積極的労働IIJ場政策に

より、失業者等の労働市場への参加自体を文援している。その内容は、

例別の助言・指導等の就労料、使、教育、訓練、賃令補助っき就労などで
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あり、これらのプログラム主主加巾は失業給付で従前給与の80%程度を保

障してきた。

前述のとおり 10-64歳の労働力半は2005年に72.3%と、既に El!リ探

の70%をト回っているが、 10代の者は教育を志向することが多いので、

20歳からは歳の労働力半をできるだけFji.Wjに80%に上げることを園内の

日襟に伺げている。 (2C何年の20-64i&労働力率は77.4%)また、失業

苫の巾でも積極的労働 llJ場政策に参加していない 16-64歳の~ìíJt央主主半

(open unemployme日t) は2005干に G%であるカミ、これを 4%に上げる

ことをリ楳に掲げていた *1!'

「社会的保護とソ シヤル・インクルージョンに闘寸るスウェーデン

の戦時2006-2収18J (J;).下「スウエ デンの戦時」という。)のソーシャ

ル・インクルージョンに闘する主要な掛題と対策は以|、のとおりとなっ

ているコ

全ての人を対象に就労、教育、訓練を推進する n

このため20歳-64歳の労働力率を80%とする国内リ楳を掲げている

が、そのための施浪としては、教育ゃ積較的労働 l]i場政策の光d天を巾'L、

に掲げている。

a 教育の円照と対策

教育の面では、 oO%は大学レベルの教育を修了することと、 18-24歳

は少なくとも後期中サ教育(高校レベル)を修了きせることを掲げてい

る。

そのための施策としては、 4成からの就学前教育に迦15時聞の無料教

育を提供したり、就学liij教育の1'1J川料の上限を設定すること等の幼児教

育の光Aだに始まり、前期・後期巾等教育での職業教育の光J土、高等教育

の質の向ト等を対策に掲げている。

b 若者等労働参加に困難を有する者の対策

1:，:者の火業率はcu長準では2005年で22.6%とかなり l士Jいが、その対
策については、 3月})、内に教育・訓練、例別の言|固に基づく助言・指導

等を受ける日様をたて、対応することなど積極的労働市坊政策の充実で

士I比、することとしている

また、労働市場への参加が困難な者として、長期失業者、外判内身者、

傷病・瞳害を持つ苫を上げているが、対策としては、上級の職業訓練定

[l!)J 北法;;8(1'472)472
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員の1，01川人増、積極的労働IIJ場政能フ。ログラム定員の11，000人増、障

害者への賃金補助f.J主催川の2，000人増なと、の対策を喝げていた C

C 傷病休業・新規障害年金受給苫の減少井0-1伝

2002年まで、傷1iJJを理由として(1事を休業し、従川所得。)80%を保障

される傷病子当を受給する傷病休業苫が摺加し、さらに 1年以上の傷病

休業後、障害年金(活動補償・傷州補償)に移行する者も増大傾向にあっ

た。その傷病の内科としては、精神や心理I'I!Jなストレスを理由と tるも

のが増えていたc

このため、国として、傷病休莱円数を2002年のノド準から2008年までに

半減する目標を立て、具体的には、傷病休業の事業主の負担をそれまで

の最初の 2週間分の休業子、'i費用のみから、 2週間以降の休業について

も15%の事業土負担をコ再入することで、事業主の職場環境改善やJ俄均似

帰努力を促す改革がなされたυ

この対策が効を奏したのか、 2005"1'には傷病休業者数は2002"1'から

33%減少した。

「スウ L ーデンの戦略」における対策は、これらの対策の継続と、医

学的リハビリへの資金投人、障当年金受給者の実態調査の実施、傷病給

付支給決定子絞に対 f る、医 ~IW情11 ，保険事務同組lへの支援などであったれ

② 統合の推進、良質の性 tとホームレス対策、特に弱い ，'r場にあるグ

ループの対主主強化

「スウコーデンの戦略」では、相対的貧同等の什会的排除対策として、

>>(の 3つのJt円を掲げているコ

a 統台の推進

90年代に比較的多く受け入れた政治的難民などの移民や、その子弟は、

スウェーデン語能力や教育・職業資格の低さ、労働市場でのたり1Iなどに

より、労働力半が侭〈、貧困層の 1/3を占めているじこの対策として

は、そのチれ等に対する諸学教育の強化のための教員の増員、新胤の移

民を巾心とした、州別の職業訓練・就職支援等の積極的労働IIJ場政策の

充実と、外川人に対する居川出などの尤別禁止の対策強化を挙げている。

b ホ ムレス刻依

スウェーデンのホームレスは200o年で17，80日人いるとされているが、

円本でいう路上止活者の hームレスだけではなく、そのかなりの訓合は、
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ホステル芋のjl(.額の宿泊施設に住む世帯を指している c 従って、対策も

住宅の提供・斡旋などが挙げられている。

C 特に弱い立場にあるグル プへの対能強化

2010年までに相対的貧困層の比率をかなり減少させるという cu目標

のために、所符巾央慌の60%未満層の相刻的貧困層の減少のほか、ス

ウェーデン独白の目標としては、 j十会扶助 (8本の牛活保護)受給者を

1999年の水準の、l'数にするという日標を掲げている J 対策としては、前

述のとおり働ける者は積軌的労働市場政策で雇用に結びつけることを中

心としているが、その他に、特に~~-ì: ~曹:深く対処すべき弱者ゲループの対

策として、!色fj'や放置にさらされる要保護児庫の早期救済、久性への家

騒内暴力対策、薬物濫用者のケアなどを上げている J

前政権の施策に対する欧川委員会の評価

「スウェーテeンの戦目rrJや前政権がリスポン単主的の要請に基づき2005
年にl中!した「スウエ デンの同家改造プログラム」に対する欧州委員会

の評価はどのようなものであったかを見てみたいu

「社会保識と社会的包摂に関する統合報告書2似)6J (前注16)では、

スウコーデンの労働}J率等の好成績や干厚い対策を評何しつつ、今後の

目以題として、①高度な福祉水i¥"の維持のために労働力への参加の増大を

阿ること、③移民の労働市場へのより良い、より早い統合等、労働市場

を更に包摂的なものにすること、③傷病休業や、降ぞ午金による労働dl

場からの早期退出への対策を講じること、が掲げられている。

また「仕事と成長のためのリスボン戦略の各国国家改造プログラムの

欧州委只会の評怖」位以)6年1月24H)ピりでは、 IJIJ政権の提出した|主|家改

造プログラムの特に雇用対糸部分の詳{曲と Lて、プログラムの良い点と

して、積極的労働市場政策の強化等の失業の減少策を hげており、更に

注意を要「る点としては、税制ゃ社会保直給付システムを労働インセン

ティブが働くように改面して、労働供給が増加するようにすることを宇

げている。

イ 「成長と雇用に関するスウ Lーデン改芋プログラム」の改訂版に凡

られる新政権の政策ん針の変更

2006年9月の選挙で穏健保守党を第一党とする右派連合AllianceIor 

]
 
1
 
2
 
[
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S¥VCdCl1が社会民王党・緑の党・左興党等の前政権側を破ったc そのすlfT

景には、前首相が12年の長期政権であったことへの川氏の飽きや、 40ft

の穏健保守党党門ラインハル卜氏の柔和な物腰の好印象等政策而以外の

安ぷもあったようである。政策山では、第 に、保，)'連合間1]が、]，，]氏の

支持の高い福祉制度には基本的に手をつけないと表明していたため、国

民の政権交代への不安感が少なくなっていたことがあげられている。第

ーに、経併は好調だが失業半7戸高いという斑状の詳怖と対誌が争点と

なったが、社会民主党側は2005干以降の経済の好調ぶりや従前の精根労

働市場政策で、~j\tr失業率を 6 %から 4%程皮に下げることは可能であ

り、間忠はないという態度であった。これに対して、右派連合側は、積

極的労働市場政策による教育 訓練などの対象者、長期傷病休業者、障

合咋金受給による半期引退者も含めれば就業午齢のかなりの者が労働市

場の外におり、就業年齢層 (20-64歳)の21%*~1 にのぼる 100万人が社

会保防i制、lに依存している状況は問題であり、低・中所得層や事業主に

対する減税ゃ失業給付・傷病給付等の見直しで、新規雇用を需要・供給

而から刺激すれば失業の減少を達成できると主張したれそして、国民は、

徒者の保守側のT.張のノらにより共!惑を覚えたといわれている。

新政権発){f:主改訂再処山された「成長と雇用に関するスウェーデン改

革プログラム改訂版J (凱)06年11月28H)や武)07年度の政府下算案 (2以)6

午秋期予算)叫における雇用政浪や税制・社会保障制度の変更点により、

新政梓の政策が、どのように点針転換されているかを見てみたい。

①税・給付対策 失業の民、福祉の民をなくし、事業主の雇用を奨励

する

新政権は、従来の労働，ji場政誌は、非効半的で受動的な給付の受給に

よ草きがちだったと干張し、半期により多〈の人々が労働市場へ移行する

ように、2(附7年に税制や給付を見直ナ以下の一連の政誌を提案しているじ

(以卜の内容は20日6年11月政府予算案による。)

1 )賃金所何千事業所得に特別の拝除をもうける。年間 109，600い

(164.4万円)以 hの所得に対して、 5，000Kr (7.5万円)-

11，01附kr (16.5万円)のJ宰除を設けるじ

2) 1年以卜労働市坊外にいた者(失業者・労働市場プログラム参加

者を含む。)を雇用した場合、その被用苫にかかる事業王の社会保
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険料相当を拝除するハ期間はその被用者が労働1I1場を離れていた期

間(ト|浪は 5年同)とする c

3 )サ ピス業の新規雇用を刺激するため民間の家事援助サ ピスに

かかる税を減税する。

4 )就労の報酬を失業給付より高くすることをU的として、失業保険

の:ム;給条件や給十l水準を厳格化するノゴ向で見直宇。

・支給に関する従前の要件である失菜前12月巾 6月は月70時間以上

就労を、 80時間以卜に厳絡化する n

-給付期間は300日原olJだが、%働市場プログラム等に参加してい

れば更に3ω日のよ給が認められていたのを、 卜|浪を300日(18段

未満の了がいる場台450日)とする。

-給イJ領の水取を 律jif:eIJ賃金の80%から、最初Jの200日は80%、

それ以降は70%に下げ、早期の復職をjJi'すものとする U

-従前給与の計清方法を過去6H平均から12月'f:KJにするハ

また、 速の減税策のための見返り財{原として、 91;1)を国の補助

でまかなわれている失業保険の補助を10億 kr (~1日)0億円)分

保険料負刊に移し、失業保険料を引上げることを提案している c

② 若有対策

I)ij述のとおり、害者失業率は EU基準で22%と高いが、 2005年の16

24成の求職登録者106以)0人のうち、 50，2ω人はフjレタイムの学生ごあ

り、早期に教育・訓練、府JiJ斡旋のプログラムの支援け象としている(プ

ログラム参加者していない若者の顕在失業期間の巾央値はお日jが、:1)

の対策の他、若者向けに次のような 述の汁策を講じることを提案して

いる c

1) 19-24)立のι者を新地に尼JiJした事業干の社会保険料(老齢年金
分除く)のYうよに相当する姉、を 1年間補助(税搾除)する η

2) {'，者は求械な緑から30l:::f以内に個人コーチや個別行動計|曲iの作成

の支媛受けることをリ楳とする

3) 25~1みJ、満の ι者の労働市場政策を Cfl事の保証」というフログラ

ムに改組し、州別の助言指導、訓練、職場体験を行う、現行の白治

体が行っている地域;('，.年者対策 (20i，jとよ満対象)や省年者活動保証
プログラム (20-24歳士J象)は、糾プログラムlこlHrするつ
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ヨ〉高年齢者の対策 より長く働く人止を

60-64;，ιの労働力率は、過去 3年で男性が58.9%から65.1%、木I士が
50.1 %から56.9%と上昇したが、一且高年齢層の苫が失業した場合、そ

の期間は長期化する傾向にある c そこで、 l司齢者の屈JIJを実励する一連

の施策を提案している。

1 )①の 1)の税控除績について、 65i&以トの者はr:::除績を卜乗せす
るリ

2 )の 2)の控除期間の上|浪を 55 J..~以卜の失業者の雇用の場合は10

年間とする c

:3) 65段以卜のまf，午金制度対象者を雇用した事業主は、新年金制度の

雫楽王特別保険料負担を免除するものとするU

傷病休暇・防骨子「金受給者の対策

前政権は、傷病休莱対策について、 2008年までに傷病休装円数を2似)2

年の半分とするという同標を立て、 200:3年に事業土負担をづ|卜げた。そ

して、前述のとおり200:5年の傷病休業者数は2002年から33%減少し、そ

の対策は効を発したかに見えた。

しかし、新政梓は、 liijJ&梓の半減甘棋は傷病や障当を持つ者の新規服

用を妨げる、傷病休業者は減っても降ヲヰ年金受給者は増えかねない、事

業十:の用川コストが上昇するといった理由から、liij政梓のは楳を取卜げ、

傷病休業、障子守午金受j台高の対策としては、次の政:立を従来している。

1) 2週間以上休業した者の傷病休業給付の15%-1T-業T.負析を峰止す

るつ

2 )傷病給付の計算基礎となる報酬上限の引上げを元に戻す*2:.¥この

結巣高所得の苫の傷病手当額の上限を下げることになる。

3 )傷州手当の濫川を減少させるため、」〈;給プロセスや条件を厳しく

する。具体的には、手続きの早期化、認定困難昨例の詳f曲の改善の

ほか、傷的和IJtIより医師の証明書を条件とする。

4 )職場復帰のためのリハビリを充'丈ナる。

⑤ 積極労働市場政策の縮小五向の見直し

国の労働IIJ場庁が行っている子l早い訓練・賃金補助付き雇用は、労働

市場弱者の恒川の推進に効果があるとされてきたが、近年、失業期間の

長刻化や一般就労への移行が少ないこと、生産性が似し、等の批判権:::-1が多

北法58(1.467)467 [24] 



方而から行われてきた。

ー込 門

i師"光

このため、新政権は、積極労働市場政策の事業数、参加者数を削減す

る方|白jで合理化するとともに、民間雇用サーピスの参入の検討をU指し

た一連の政策を提案している。

1 )長期失業者を対象とナる「活動保障プログラム(i¥ctivc

Guarantee Pro広rammtJ J を C{I事とた辰の保障J (A job and dε 

velopmelll guarantee) に改組し、 3ω円以上失業苫(18歳未満の了

ども持つ者は150日以卜)に参加を義務づける。内容としては、個々

人に合わせた支媛策でできるだけ早期に通'市の扉用に復帰させる)j

向で、施策を見直し、プログラム参加中は従前給与の65%の千当を

支給するが、不参加者は子、円の受給権を失うこととしている c

2 )労働市場プログラムの対象者数を20日目チド現在の定員より 5.2h人

削減する。

:3 )プログラムを~;f唱し、サパテイカル・イヤ一、ボー寸ス・ジョブ、

救育休暇代替扉用、新規大卒者|ロlけ扉用等は彪 If-.するじ

4)労働dJ場庁(，¥Iv[S) の機構改+を行うとともに、民間雇用機関、

虚業に特化した職業約介機関、 時用川の桁介機関等の参入を認め

る方向で検討するつ

(3) イギリス

イギリスは、近午経済成長十、は好調で、労働力不もスウ工ーデン同様

EU EI楳を上回り(表4参照)、失業率も2005年で4.7% (表3参照)と

EU内でも最も低〈、園内ごも.ffif:史的に低い水不となっているつ

認也としては、相対的貧同層、特に貧閑世;i~" に属する了ども割合の高

さが問題とされており(表し表5-3参照)、貧凶や社会的叶|徐の世

代同移転の防止や機会の平等の飢).~からも、子どもの貧困の減少を第

に掲げているハ他の 固と異なり、比較的好調な囲内施策の状刈や選挙

時期でなかったこともあり、政権や政策の大きな変更は見られていない。

ア 「社会的保設とソーシヤル・インクル ジョンに閃ナるイギリス国

説戦略」のTて安課題と対策

以下、「社会的保設とソーシャル・インクルージョンに関するイギリ

ス↓"1家戦略」の課題とさiしている項目と施策に、「恒川と成長に関する

イギリス国家改草プログラム」叫で紹介されている分析と施i立を補う形
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で、イギリスのソーシャ jレ・インクルージョン政策の現泌をみていきた

しミ。

(u 子どもの貧困の根絶

。'J述。〕とおり、貧困層に属守る子どもの比率。)，おさや、非就労↑吐HJに
属する子どもの数の多さは、彼らが受ける教育環境の悪さや就労に刻す

る意識の影響等を通じて貧困の世代閥移転につながるおそれがあるとし

て、政府は2020年に、下ともの質問の根絶を図ることを長期U標とし、

201州三には、 1998年の千どもの貧凶数の水準と比較して、半減すること

を中間リ標としているυ

その対策としては、第 に、親の就労を立;疑することであり、特に、

下ともの貧同率の高い母了家屈を中心としたJ"糾世帯の就労支援とし

て、後述の NnvDeal for Lon巳Parentsなど、対象者の個別のニースに

1-6じた助青・就職幹旋、訓練等の対策を講じている J

第二に、千台て|日帯の家計を助けるため、児主主手当のf也、チどもの交

育費用の税控除である ChildTax Creditで、了育て費用の支援を行うと

ともに、就労世帯の負の所得税型の税持除給付である ¥VorkingTax 

Creditやド|の最低賃金制度等、就労による収入を働きがいのあるものと

する 'rnakc¥¥'ork paYJ施浪を話じているつ

第二に、片親世，;i~' の就労支援のために保育火口のよ目加を阿っている c

保肯定員は97~戸から 6 1. 7万人増加し、 2005作 125力人となっているが、

2010年には、 2肌)万となるよう J¥'jJJ日計山を;itめているコまた、特に、貧

困者の多い部rli部や地方の産業哀辺地f攻守の小利な地域において、子ど

もセンターの設置を逆めている c

第凶に、教育の水準を上げることを日探に今徒 3 年間で 12f:~ポンドの

資金を供給するとしている c

ヨ〉 労働dJ場への参加の増加

El目標をクリアしている労働力率について、長期的に更に80%まで

上げることをリ指しているc このためには、傷病・直害を原因に労働不

能給引を受給している者を100万人減少し、士試千家庭を中心とする片親

を30万人雇用へ結びつけ、 50歳以上の巾高齢者を100万人就労に結びつ

ける必空さがあるとされているが、教育や職業資格の低い者。)教育・技能

の向上も重要な対策となっている。
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そのリ標達成のための具体的方策としては、第 に、 l的8年から行っ

ている 6 月以ト失業している 24~1\~未満のむ者を対象とした1\"ew Deal fOl 

Young pcoplcがある}その後、 25歳以上で 1年γ以上の長期失業者を

対象とした :¥"ewDeal for Adlllts川町 25ye注目、片親世;~を対象とした

Ncw Dcal Ior LOllC Parcnls、失業者の配偶者を刻象とする ~C\" Dcal [or 

Partners、 õOt~'R以 h の l士J齢失業者を対象とする N刊， Deal for fiO plus、

障害苫を対象としたr¥e¥'，rDeal 10r Disabled Peoplどが五施されたじ )ffi 

の:'-rewマ Deal対策は、それぞれの失業者に担当のアドハイザーがf，jき集

巾的に就%の指導助青や斡旋をf丁うとともに、訓練、賃令補助f寸き原用、

ボランティア80な雇用、環境整備的な雇用等の斡旋なども行ヮている C

2以)6年3月までで257万人以上が Ne¥'iDealプログラムに参加し、 1617J

人がこのプログラムを通じて Eは}般に就いている *26 また、 2005f下ま

でに66万人の者者に職業を斡践し、失莱給付受給者を 2/3減少させたc

経済の回復の要肉もあるが、 Ncv.'Dcal 政策が失業の減少に却」耳さがあっ

たことは認められている。他方、賃金の高い安定した雇用に結びつきに

くく、初期間で失業に戻っているケースもあるとの批判もあるようであ

る。

第二に、 2はII作に作金と各積福祉予当を所管していた社会保障省と就

労支援をJf1吋していた教育府川j省、の部局が門編され、原川年金省、となっ

たことから、出先機関も職業斡旋をする Jobccntrcと福祉関係給付を行

う日eneIitOHiceが統台されて、同ノ句の機関の機能を持つJobcenterPlus 

が全国民聞きれているつこのような機関の統合で、佼述のように就労不

能給付(Inc叩 acityal1()"¥vance) の受給者を始めとする福布|給付'支給者の

就労支援が強化されているc

なお、イギリスのとド活保護は1996年メジャー政権当時に、今回「イァ

で行われたように生活保設にあたる所作補助(IncomcSupport) と税財

源の所得訓交付きの火業手当が同編されて、失業保険にあたる拠州市j求

職苫子当 UobscckcrAllowancc仁川tributcd-bascd)の給付期間経過依も、

就労能力があるとみられる者は税財源の所得J"j浩引きの求職者火業給利

りobscckcr.i¥lloVl'ancc lncomc-Basccl)が支給され、彼らは求職活動に

不熱心であったり、就職幹旋を台理的理由なくiT岩手守れば一定期間の一
部停I1などの不利益桁世を受けることになっている}他方、週16時間以
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上の仕事につけない就労能力に乏しい苫は所何補助(IncomcSupport生

活保護に相斗する制度)を受給している。

第一に、傷病により就労できない場合、国民保|没より 4円以降28週ま

では傷かJ干斗 (SickPay)が土;給されるが、それ以降も傷州が治らない

場合は、就労不能給付 (Incapacitybcndit)が支給される c その名称か

らもこの受給者には就労交援は行われていなかったが、本来の火業給イィ

である求職苫手町の受給苫が1999年目月の120万人から2004年11月には

77万人まで減少し、その後やや増加しでも2006'1ベ2けに97)ゴ人程度に止

まっているのによJして、就労年齢層の就労不能給付j豆給者は1995年8月

265力人から2003年11月には278}J人まで増力Uしていたc スウェーデンで

もみられたように、その受給者の多さや身体だげでなく粘神・心理的障

合をf半うなど微妙なケースも増加していることから、 Iive1fare to workj 

の観点に立って、就労への復帰を促進させ一る，¥.)策カ弓非じられているυ

その受給者の多い地域 ('disadvantagcc1arca (イ守1)な地域)J とされ

る貧岡地域と重なっているし)のJobcentrePlusにおいて、 'Path¥va:yto 

¥VorkJというパイロット事業を2ω3年10月から開始した。その|人I存は、

受給者に対して個人アドバイザーによる就職を EH~ した面接を義務づけ

るとともに、必要があれば NHS (国民保健サーピス)と連携して、就

職をH指した医学的なリハビリプログラムを行う。また、週16時間以上

の職(年収1:1，川口ポンド末柿)に再就職者ごきた者に52週間旬)11440ポン

ドの刊就職手叶 (Returnto ¥Vork Credit) を支給することとしている c

この事業は当初7地区で開始されたが、現在::;0地域に拡大され、就労ィ、

能給付受給者の43%が対象となっているコ就労不能給付受給者数は、2以)6

年2月時点で270.0万人とやや減少している。

政府は2008年には 'Pathw町 toV¥.T川kj事業を全1'.1で展開守るととも

に、就労不能給付を 'Employmcntand Support Allo¥-vanccj (雇用・支

援手当)に内編して、就労アドハイザー等のぷ援を強化するとともに、

就労能力がある程度あるのに就職活動に不熱心な場合に、子当減額折聞

を導入することを検;c)している c

|軍害者の就労による白立については、第ーの¥"cw Dcal Ior Disablcd 

Peopleで、居川の個別立;十五の重点的対象グループとされており、 7.5万

人が就労斡旋されているハこの結果、|寧害者の労働力半はl的8年の38.1% 
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第凶に、成人の教育や技能の低い労働者に対する技能戦略の強化であ

るハ従前から終期中手数育(高佼程度)の羊業資格のない苫に対する基

礎的読解}j、共請、数的処理能力をつけるill料。)教育機会の提供を行っ

ているυ また、 :'¥cwDcal [or Skillsの名手不で、 J支能コーチ、J支能パスボ

)- (技能訓料修了をBJFし、居川されやすくする)、前述の同校レベルを

U指した成人教育の光五等なとの 速の施策を民開しているU

第五は、①の第二でも述べた'T¥..'fake¥Vork PaYJ (雇用から働きがし通

のある収入をf与させる)戦時である。ザッチャ 政権時に民1ト 縮小さ

れた同全体の最低賃金を復活させ、賃金水準の卜昇に応じてその額も改

苦しているυ また、就労世帯2oO万人が対象となっている負の所得税型

のW川 kingTax Creditを千Tっている。

第六に、試行的に 剖;で実施している 'EmploymenlRelenlion and 

¥dvanCClllcnt projcctJがある。これは、雇用の維持と、より賃金の両

い安定した職に移ることを支援するもので、アドパイザーが就職幹焼後

も含めて33月間対応し、この事業のために設けられた基金から、効米が

見込まれる場台に訓線の費)iJを支援したり、週30時同以上の職業につけ

た時に賞与金を山すという仕組ごあるの現在試行的に行われており、そ

の効果を見て今後更にTト業展開を阿るかとうかを検討することとされて

いる η

その他、都市部なとの貧同や非就労世，;i~' の多い地域に、地h は ifi体が

地域住民との合志の上で進める事業に困が支援する 'CitvStrat叩:'I'Jせ

もで安施策に上げられているコ

また、主要員単題には上げられていないが、高齢者の雇用支援としては、

前述の X刊 D問 1for ;)0 plus や年齢による恒川尤別禁止胤市IJ~)導入が卜

げられる、

O) 全ての者にとって、良質なサービスを利川可能にすること
イギリスの社会的排除対鋭の 祐二日の杵は、教育、医師などのサーピ

スが経済程度や住む地J!&によって受けるサーピスの格支があることを問

題伺L、「べての苫に良質なサ ピスを提供 fることを主要課題として

いる。以 l、簡単に見てみたい。

1 )教育

[2!)J 北法;;8(1. 462) 462 
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(~の第四でも述べたように、 2001 年より 125万人が読解・語宇・数

Ó~技能訓練受け、 80万人がl白木レベルの資情を取得したc 中等教育の

水準の低い地域の民上げや地域の行政・企業とjlgj号した職業教育の改

皆、日等教育進学者の増加も目標としている。

2 )医械の不平等への取組み

イギリスはド|民保健サービス (:¥HS) でほぼ祉料の医療を受給でき

るが、長年の投資不足から緊急でない手術に何ヶ月も待機させられ、

宮裕層は民間保険による医療サービスを受けている c 所得の水恨の違

いにより、心臓パイパス子杵Tを受ける率に歪が生じている等、 1'"娠の

ィ、可F等が~*)t!とされている。このため、I\HS の中で医療サービス供

給者に準市場的な競争を 部導入して効率化を図りつつ、 GDI'に占

める医療に対する主内割合をヨーロソパ干均並に増加させるため、計

画的な予算の増加を図っているυ 部には、予算の増叡が、供給者の

賃金づIHtIこ回り、供給力の効率的向上に十分寄与していないという

批判もあるょうである。

3 )その他

犯罪被当者け策、高齢者サービス、性宅、交通、低所得者の燃料費

補助、債務過剰等金融問題の支援、電子政府守の長官サーピスに対 j一る

格斗とへの取組みを上げている c

cu 差別への収組み
四番困の柱はと別への取組みであり、障当者や、黒人・少数民族出身

者の貧困や労働力卒、の低さの原因のーっとなっている差別に対して、差

別規制lの導入、就労キ口 ¥fL十川の支援を掲げているコ

イ 欧州理事会のイギリスのソーシャルインクルージョン戦略や I:I '-I'~<è:文

j査プログラムに刻する評価

「社会保譲と社会的包摂に関する統合報告書J (nIj注16) では、イギ

リスの子どもの貧困対策の進展干高い労働力半を許制しつつ、今後の課

題として、①収入、医療、技能の取得、人牛の機会について持続してい

る不平等を減少する努力を続けること、最も不利な状川にある苫に対

して、紙、台的かっ個別のニーズにあった対策を行うことで、経済的に非

活動な者の水準を下げる取組みを行うこと。必年余の格差問題について
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取組みを続けること。③公的医娠の対 GDPJtがEU干 OECDの平均を

超えるほどに之内や投資を増やさ「に、専門医療スタヅブ不足や待機時

間の減少問題に取組み、医附の賀・供給能力を改善し続けること、を指

摘している。

また「仕事と成長のためのリスボン鴨川告の各国国家改遣プログラムの

欧州委員会の評何J (前注20) では、イギリスの|悦こ改造プログラムの

雇用対策部分の詐怖について、プログラムの良い点として、就労不能給

付受給者の労働市場への再加入Jd芳~策である ipatlnvayto ¥¥rorkJを卜

げており、更にiJ意を要する点としては、技能の課題への取組みと、最

もィ、利なグループの雇用対策の強化を卜げている。

m EU 3国の政策の共通性と日本の状況への示唆

EU 3国の政策の共通性

3で見たドイツ、スウェーデン、イギリスのソーシャル・インクルー

ジョン政策について、その共通指標に関係する、労働I[.J場への包摂策と

相対的貧阿層の減少策を中心に共通する傾向を見てみたいじ

(1) 労働市場への包摂

(心労働}J率の向上

マクロ経済的に、人口少子高齢化による社会保障需要が増大する巾で、

福布|ド|家を維持していくためには、経済の支え子の拡大が必安であり、

EU及び今|口|取り上げた 3固ともに、労働力守'の上昇を円的としている。

また、ソーシャル・インクルージヨ〆ので要甘様である相対的貧同層の

減少対1{~についても、イギリスの '\VclIarc to ¥VorkJ、スウェーデンの

'Activati()日」等、表現は遣っても、働ける者には就労立;援を通じてで

きるだけ働いてもらうという方針がとられている。その庁長には、就労

を、牛計のための苦行ととらえるのではなく、社会での役割、関係づく

りをもたら仁重要な活動であり、就労への参加を、社会的包摂の一球

として、口定的にとらえている c

ヨ〉積極的労働!Ii場政策とその凡直し

労働力率の阿トには受動的な火業給{，Jや制祉給付の増大ではなく、積

極的労働 111場政策が必要となるの他方、表 2-2のOECD基準による

]
 
1
 
3
 
[
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積極的労働1I1場政策費の刻 GDP比 (2003) をみると①ドイツ 1.12話、

③スウェーデン1.27鋭、 fカイギリス0.51%、(4)t:f本0.3%となっており、

表3の2005年の失業半の侭さ(①刊本4.4%、③イギリス4.7%、③ス

ウェーデン 7.8 鋭、:，~)ドイ '1 9.5%) 、7< 1 の20日5年 (8 本は2004年)の

全体の労働力半の高さ (CJ)スウ ιーデン72.5%、③イギリス71.7%、〈言ノ

H本68.7鋭、 (4)ドイツ6o.4 %)の川町fすと必ずしも一致していない。

前述のとおりスウェーデンの新政梓では、効半イヒの観，白から特に訓

練・賃金補助f.Jき雇用等の事業の参加者数と事業数を縮小方向での見直

し、後述〈RJのように優先的立J象者(害者・長期失業者・高年齢者)の雇

用に対しでは、減税や社会保険料の減免で雇用の需給のインセンテイブ

を刺激する政策に重点を移そうとしている。ドイツも大連立政権の協定率三7

の中で、干責秘的労働市場政策を継続発展させつつ、 2007{下に施策全体の

抜本的見直しを図り、資金を最大限効果的、効率的に投入するとしてい

る。

欧川委員会の「ヨーロッパの扉用2IJ06J州第 3半では、積極的労働市

場政策の積別による効果をミクロ・マクロの両而から分析しているが、

ミクロ分析叩(各|主|の各施策の就労率と賃金水準の改普に対する効果を

見る研究)では、税社会保険料サの減免による雇用インセンテイブ刺

激策や公共職業サービスの斡旋・助百サービスが、最もプラスの評価で

あったのに対して、訓練や若者に特化した対策の効米はそれらに劣り、

賃金補助{寸き照)iJも代替効果や死加重によりあまり効率的でなく吋¥直

按行政が仕事を提供する公共雇用施取は、訓練などより更に効扶古河、明

J(1I'かマイナスの効果しかみられなかコたとしているコ

他方、マクロ分析(各国の失業半・労働力半に対して、各国の経済変

動、積極的労働市場政策費)iJの全体の胤模、種目IJごとの積極的労働市場

政策、失業保|換の寛大さ、賃金に対する税の高さ、競争を制限する労働

市場への胤制の強さ等を説明変数とする研究)によると、名川の失業率

や労働力竿の変動の 2/3は経i斉変動(長気)以外の要素で説明され、

寛大な失業保険、賃金に対する税のl刊さ及び厳しい労働市場の嵐制は、

失業半に悪い方|白jに影響し、積極的労働1I1場政策の全体の支山規模は効

果にllil関係であり、積極的労働市場政策の中では、百11糾f施策がフラスの

効果ありという結果となったと Lている}
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ミクロ分析とマク口分析で訓練事業に対Lて、逆の結果が山たわけだ

が、この報告書では、マクロ分析の界川に渡るデータ採取の離しさや、

調査数の少なさを古日|いて詐イ曲「る必要があるとしながら、 ミクロ分析

では事業の効果が 1~3 年程度の短期の屈JIJ率等への影響しか見ていな

いので、訓練事業への取組みは短期的効果は少なくとも長期的効果はあ

るのかもしれないと分析している。

③ 職宇佐支援機関の再編・効半化

3同とも、公共職業紹介機闘と失業給f、J(福祉i]討、J)機闘を統合した

Jobcelre方式を採用し、んj象者への相談・指導について、ワンストップ

烈で効来的に対応するとともに、失業給f、J(福祉給f山受給者の労働市

場への復帰をjJi'している。また、業務の 部を民間へ委託したり、民間

就労ム;援業者への門戸|剥b'zを実施又は検討している n

非i古肋者、非就労者土、j策の強化と障害者の就労国立支援

ドイツの防7守年金受給前にリハビリを優先させる原則、スウ ェーデン

の傷病休莱の減 L、や障害年余の職場復帰支援策、イギリスの就労不能子

当(IncapacityRcncfit)受給者に対する 'P日thwayto ¥VorkJ事業なと、

傷病や障告を理由に失業校録や就職市動を行わない非就労者に対する就

労復帰を巾心とした対策が進められているのこのようにやや給付活用対

策的色彩の濃い事業だけではなく、イギリスの N肌 Deal[or Disabled 

Pcoplcのように、障?存者の自立支援や就職差別の解消を円的とした事

業についても、各|判において、社会的包摂策のT安認越の っとして取

り組んでいる。

⑤ 失業の民.T曲布|の民対策

教育や職業資格のjl¥;い出、移民等就労日l白色件 (cmployability) のjl¥.，、

層は、低賃金、期限十lき止は短時間など労働条件が悪く不安定な涯川に

しかっけない場合が多く、失業給付や社会扶助・所作補助 (!]j舌保設)

などの制祉的給引を働かず受給したhが、収入がl口Jくなってしまうと、

失業?福祉から自立Lょうという意討がわかない、いわゆる「失業の民・

倒祉の民」と呼ばれる状態に陥ることが懸念されている。

このため、イギリスでは1997年プレア政権以降、'l'vIakcYVork PaYJ 

といって、川米最低賃金の導入と改面、 ¥Vorki日gTax Credit等就労貧

困層を支える刻i立を話じてきた。

[:l:J] 北法;;8(1. 4;;8) 4;)8 
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ドイツでもハルツ改草の 王誌でミニ・ジョブ、ミデイ・ジョブなど低

賃金者の社会保険料を一部減免する対策を講じ、今後も 'Kombi-LohnJ

の導入を検討している。

スウェーデンも新政権になってから、低中所得層の稼働所得。〕減税や

失業者・若者を雇用 Lた事業主の社会保険料相当額の減免、失業給付の

厳格化等火業の民対策に政策の重点を移そうとしている。

このような慌，白は、必要だと思われるが、安易に社会保険料負担の減

免拡大を進めることについとは、ドイツのように社会保険料を負担する

労働者数の減少似|白lもみられ、費用・効果の分析も必要と思われるυ

(り〉 教育との連携、技能向卜策

労働弱者グループの巾心の っとして、教育・職業資格が侭い層への

就労り能性の強化が名同の土要説也の っとなっている。いずれも幼児

への就学前教育に始まり、中等教育機関(円本でいう巾学・高校レベル)

の職業教育や教育の伎の改善、某礎的資格や卒業資格をnた「学校教育
から脱落した者への対策、救育とI，i.胃い労働の組み台わせ対策(デュア

ル・システム)、高サ教育進苧キの|何上干高等教育の質の改善なと、労

働政策に止まらず、教育政策を含めた絵手学的な技能向上戦略を展開して

いる η

(2) 相対的貧困層の減少

①子どもの貧困

I)ij述表 5-3にあるとおり、 20ω年のスウコーデンは子厚い柄引政策

で全体の貧困咋 (5 %)も低いが、予l宇い児所予当守の給付により、貨

同層に属する了どもの比率は更に低い (1%)。ドイツはm;半均並で
全体の貧凶半 (9%)より子どもの貧困半(11%)が高い、

イギリスは全体の貧困率 (ll%) に対して、チどもの貧困率 (16%)

が特に高〈、放問すると子どもの教育・技能の低下、就職の不利を通じ

て、貧困が世代移転することや機会のギ等が保たれないとして、特にチ

ども貧困の2020年までの根絶、 2010年までのl'減を社会的排除の主要課

題。〕一つに掲げている、そして、引に貧困リスクのl口jい時二千世仏等の片

綱を巾心とするfJ!の就労支緩のf也、 ¥VorkingTax Crcdit等を通じた保

育科の土;授、 Chi1dTa叉 Creditなどの税控除、保育所や就学的教育の充

実などを進めている、
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31"'-1とも、拠州市IJの失業保険の之給期闘が終 fしても、金Jl期限の所得

調査付きの税財源の失業給付がある

しかし、イギリス、 トイァともに火業給十!と所得補助・社会扶助の重

複給付をやめ、週15-]6時間程度の労働がロJ自主な者は所初補助・社会扶

助と|口l水準の火業給イ、!のみを夫給できることとしている。また、スウェー

デンを含めて、それらの受給者が就職活動を怠ったり、職業紹介機関の

就職斡旋を断った場合などに給1，Jの 部を 定期間減額する等、ベヲル

テイを強化するとともに、前述のJobcenLre等による就労支援の強化に

努めている。

必高齢者の貨同

局齢化の進展を踏まえ、名問とも、年金市IJJl[の中の早期引退制度の適

用を抑制する)j針を取り、巾高齢者の就労支援の強化するとともに、引

退時期を遅くし、より長い就労生活をう廷励する傾向にある c

その対策としては、法律等による年齢による就職差別の禁止の導入や

午金支給開始年齢の選択制と後送りする担増額する仕組みの導入(ス

ウコーデン)、年金支給開始年齢の引上げh主|の決定(ドイツ67哉)キ

検討(イギリスは作金白書で抗日歳引上げの検討系を提示)を行っているつ

i也h、3jcliJとも年金受給年齢層の貧問者対策の導入が行われており、

スウ Lーデンでは、移民守、税財源の最低保祉作金の16Lt要1'1 (~40午

mt午で満相、となる)を果たせない高齢令貧閑層向けに、高齢者/十計援助法
(2003年1月施行)による公的扶助制度である高齢者生計費補助を導入

している c トイアでは2001年市IJノじの老齢、資産法を契機とする基礎保障市1I

反により、高齢者や同居配偶者の資産・所得は調査するが、子などの扶

菜義務は収入年間10万ユーロを超えないと問わないltj齢者向けの公的扶

助を導入Lている}また、イギリスでも2003年に創設された年余クレジ y

r (Pensio且じredit)制度により目齢者の所得 資産の訓去のみを行う
公的扶助制民が導入されている。

2 日本における社会的排除政策の必要性と実現可能性の考察

グローパリゼーション、知識某幣経済化、経済の成熟による低成長、

人口の少子高齢化は刊本においても、 EU先進国と同様な状刈にあると

[3;)J 北法;)8(1'4;)6)4羽
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足、われる。日本では最近格差論が世論をにぎわせているが、 EUの社会

的包摂は龍}Jが向くその結果所得がl匂ぃ者の出現を問題祝しているわけ

ではない、リスボン戦略のリffは「成長と雇用の質・量の拡大」であり、

本稿で取りトげなかった界川の1"'-I'd(L:士草プログラムのミク口部門の戦略

では、研究開発・技能向上・起業化支援・競下力の強化策をうたってい

る。

社会的包摂は、それらの競争に破れ、あるいは破れやすいグループが

労働や社会から排除されることを防ごうとし寸施策であり、低所得層へ

の転孫や依所得層への長期間滞留、更には世代を起えた定右を防ぐこと

が社会の発展・安定化にとって望ましいという考え方である。その対策

も~ 義的には、受動的な福州給付の充実ではなく、就労による自立支

J是である c

以下、 EUで取り上げている社会的排除の指標から見た円本の状況の

特徴と、 ECの政策事例の日本への必要性や実現lり能性を見ていきたい。

(1) 労働市場の状況と包摂対策

① 失業キ・労働力キの現状と非正規職員の増加

表3のとおり H本の失業率は4.4%、長期失業率はZ肌)4年で1.8%と低

〈、若者失業判止8.7%と企体より高いが EU3困よりは低い。 他方、

衣4のとおり労働)J率は女性 (57.4%)の低さを反映して、全体68.7%

とEUの円探値 (70%) を下|口lっている。

問題は、早川形態の変化であり、パート アルバイト、派遣社口・契

約社員・嘱託行子の非正規職員の割合が198:0作の16-4%から90午20.2%、

表6 役員除〈雇用者中の非正規職員比率

チ「 非正凱職員比平(%)

198;円 16.4% 

1990 20.2 

2削10 26.0 

2005 32.3 

出民総務省統計j，，}

「労働JJ調査特別調査J (1985-20ωj 
l労働力羽命制細結県1J ¥丘lO:i)

北法S8U.4S:i)4SS

2肌)0年26話、 2肌)5年32.3%

と増加しており、 15-24歳

では48% (労働力訓也、(~下

細結果) (2005)) と更に多

いことである c

労働政策研究・研修機構

の ~1~J :1主的 l によると 34版以十

の非正社員の:;3%が「正社

員になれなかった」ことを

就業形態選択の理由に挙げ

[36] 
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ており、不本意ながら非正規職員の雇用形態を取っている苫が相当数に

のぼっている。

そして、正規と非正規では様々な差がある。給与而ではl日 目}歳の正

規職員の年間収入は3日0万円fiが最も多く (27.4%)、30j;l:Zfiは400万円

台 (22.7%) 、 40歳台は五00万円台 (1 :3 .7%) とばらつきは多くなるがJJ[~

J);jJにト昇していくのに対して、派遣労働者は、 15-2%誌で200-249万円

(29.9何人:30歳台も同階層 (25.2%)、40歳台は50-99万円が最も多い

層 (23.9%) となっている c パート・ 7)レハイトは全咋齢で50-99万円

が最も多く賃金格差は大きいc (総務省統計日「就楽構造基本調査」

(2ω2)) 

このような職場内の処f置のをだけではなく、厚生年金、共凶年令加入

不も正規職員89.3%に対して、契約社員 嘱託が61.6%、派遣社員が

49.9%、パート・アルバイトが22.6%と、社会保障面でも大きな壬があ

る。

このように、失業状態にあったり、不本意ながら非正規社員として倒J

き、労働dl場から排除されたり、労働l]i場の低回に止まっている者に対

して、次の(めで述べるようなけ Jの支援策が求められる。

また、女性の労働力不は25-29歳の74.9%が、結婚・山産・育児期で

ある30歳T勺に63%IIリ後に低卜し、 40歳fiに70%fiに上昇する1¥1'了'カーブ

現象(総務省、統計同「労働力調査J(2005))がみられ、{豆帰後はパート・

アルパイトの職以外見つけにくいことから、保育所・育児休業・育児期

の奴時間労働など、正規職員の仕事をJ7めなくてすむ就労と家庭生活の

同山支援策や 円辞めた場合の職場復帰支援策の充実が必要となる。

ヨ〉 私極的労働!IiJ持政策の光充、民間・地方・福祉との連j号、教育との

連携

a 積極的労働111場政策の効竿化と光A天

表 7は積極的・受動的労働市場政策の対 GDP比や労働人11に対する

施策への参加苫干失業給付等の受給苫のJt半を見たものであるつドイツ、
スウェーデン等のlおきに比べてH本の積極的労働市坊政策のムJ引の対

GDP Jtの1凡さがリ立つひ前述1lI1 IIY二むの欧州理事会の「ヨーロツパの
催JIJ2006Jの分析によれば、主:H-'t胤模は必ずしも成果と結びつかず、イ

ギリスのように比較的少ない支出で成果をあげている国もあること、雇

[37J 北法;;8(1. 4;;4) 4;)4 
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表7 労働市場政策費の対 GDP比と参加者(受給者)の労働人口における

比率 (2004)

ドイ y スウェーデン イギリス 日本

GDP 支対出 力考苧J山T D〔P;対支出 巷力干申J可u GDP支T出J 力幸宰J'i-夫U D〔P;対支出 巷力宰H U 

積tilii的労働巾鳩政京 1.14% 叫 1.24% *% 0.52% 叫 O.2S% 

公共職業サ」ピス 0.29 0.21 0.36 0.21 

訓練 0.3刊行 2.69 O. :).1 1.22 0.13 1. 21 lI.il4 

甲用イ/セ〆テ/ブ 。ω 日18 0.19 0.99 0.01 0.02 

障害計雇用 0.15 0.42 11.4:1 lおl iI.1I2 O. .10 11 .111 

直接的公共労働 0.13 0.68 0.02 

起12インセンテノブ 0.13 11.64 。(日 。12

呈動的労働政策 2.31 10ω 1.32 i.9C O. 2~ 2.88 0.16 

史業給付iE つつ7 10.i1 1. .32 i .90 日。2S 2.88 11.46 

平則退職給付 0.04 0.20 

注* o I<:C 1)の統計にはないが、スヴエ』デンの2007年秋則下詳によると、労働巾
場プログラム参加者のlt半は2005牛2.7話、 2肌)6牛3.1出であるが、，t.Ji政梓は2007
年以降てれを減少させ2川7年1.9%2009年l.S%に卜げるJ十阿を示しといる。
n'，典 OECDEmplo、menLOLlLlook 

用保険3事業の兄l白し傾IwJにあること叫に錐みれば、効〉+イヒの努力は立、

安だが、比較的効果を上げているとされるイギリスよりも比率が低いこ

とや、再チャレンジを政取課題とする現在の政権の方針からも、結椋的

労働市場政策への 層の資金配分が求められる。

これまでも非正規労働の巾でも特に条件の悪い若年のパート・アルバ

イト層である「フリーターの20万人常JIJ居川化施策」等引が講じられて

きたが、今後も、非正規職員と正規職員の不合理な雇用而の格差の縮小

策州4や、厚牛年金の短時間労働者への適川策引の半期実施などが求めら

れる c

b 就労文採機闘のR閥・地ん・什!祉との連拡

次に就労支援機関の子生 1)方としては、 EUでも就労支援機閃は国が

行っていたが、ドイツのエージエンシー化、芥1'.1の地点白治体との連携、

民間活力の活用が行われている。日本でも注33にあるフリータ一対策の

北法S8U'4S:;)4S3 [38] 
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ジョブカブには都道府県が民間団体に委託する形をとっており、長期j失

業者の個別就労川正もR聞事業者に委託が行われている。また、北海道

等雇用情勢の般しい自治体における地方悶治体や地元経凶界との連擦に

よる屋川対策も講じられている c 今後とも、そのような地j，.民間との

ilE院が求められる。

制祉との連携や非就労者対策としては、 200o年より牛活保護受給者の

ハローワ クとの連携による就労自立支援策が講じられている。州ま

た、幸い日本においては、他康保険の傷病手当受i]品、者が色、激に増大して

いるという似|ロjはないが、 2004年時点で生活保護受給世帯の35.1%は傷

病・防ヲヰIU帯であるので、生活保護白立主;援事業等による医療扶助等に

よる傷病 入院から復帰支援対策と、就労自立支援対策の述携強化が望

まれる。

障吾者対策は、従米施設立J策が巾心であり、養護学校卒装生のうち肢

体小口山児は67%が施設、 5%が就職、 6%が訓練機閥、 2%が進学で、

20%は進路が決まらず家挺に反っている J知的障害児は58%が施設、23%

が就職、 3%が訓練機関、 1%進学ご、 15%は進路が決まらず家庭に戻っ

ているコ川施設も本来は更ヰ・授並などリハビリで能力を付けて就職な

ど社会生活ヘ移行よることが円的であるが、年間で就職のため福祉施設

を出所した者は 1%柑にすぎない。このため、 2肌)5年に嗣J"とされた障当

者白立支技法では、就労支援の強化を杭の っとしているが、今後、 dl

町村雨布|部局、養護学校等の教育機関、ハローワーク等の労働部局が述

J持して、就労支援:立が光d大きれることが望まれるの

C 教育との連携した技能戦略

日本の教育の状況は、 2削)5年の高校羊業苫の18成人口に占める割合は

約88%であり、 EU31"1の2日 24j;1誌の少なくとも後期中等教育を終えた

苫の半 (2004年ドイツ72.8話、スウエ デン86.3%、イギリス76.4%)"':;9

と比べても日い。また、 H本のlロJ校本業者の47.3%は大学等に進学し、

26.:3%はち修学校へ入学する等巾等教育を超えるレベルへの進苧苫も多

い。他h、lhJ示後進学も就職もしない者が6.6%に対L、大学学部本で

就職も進学も Lない苫は17.8%に上るなど、高い進今半が就職口i能性の

向卜に結びついているのか疑問な相Ij凶jもある。

かつて、 1992年には高伐の求職苫五o万人程度に対L求人数が167万人

[:l!lJ 北法;;8(1. 4;;2) 4;)2 
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あり、耕三千を人量に採用し、企業の中で職業能力を安成してきたc しか

し、求人数は1994年に100万を切った後急速に格ち込み、 200o年には求

職苫20万人程度に刻 Lて求人はお万人にまで減少しているグ"変わって

増えてきたのがマニュアルに恭づいた単純労働であるパート・アルパイ

トを巾心とするフリーターであり、 1992年の101万人が21川3年にはピー

クの217万人となり、近年先の常JIJ居川化対策や景気回復もあって2∞5
年には201万人となっているが、派遣社員などが増加し前述表6でみた

ように非正胤職員比ネは依然増加している。フリータ -201万人の内訳

は中学・高校卒が130万人 (6:5%)だが、短大高専卒も44万人 (22%)、

大学・大学院卒が25h人 (13%) に卜"てし唱。

皿1(1 Xf0で見たように EL3国では、巾等教育からの職業教育の充実、
ドイツに伝統的に見られる見出い労働と陪学を組み合わせたデュアルン

ステム、職業訓練等、教育と労働を超えた技能単主的が、インクルージョ

ン政策の柱のーっとされている c 日本でも注33の日本所'1デュアルシステ

ムの試みも始まっているが、教育と労働行政の 層の連携を図った職柴

教育・技能戦略、の構染が必要であると思われる。

(2) 日本の貧困層の状況と対策

日本の桐対的貧困キは、表~ -2のOECf)データにあるとおり、 2000

年において、所得中央付の60%未満層の比率で21%、50%未満層で15%

とEU3因より多くアメリカに次いで多い状況にあるつ

この背景には、 IIIで述べたように害者の非11規従業只の増加と、その

賃金水ホの低さによる所が多いと E、われる。叫また、大竹氏 (2005)は、

元々所得給与の大きい高齢者層の人11比率のI目加や、世';1片足棋の縮小に

よる高齢単身苫、高齢苫のみ世帯等の明加を指抗している。以下、年齢

F持層 ~IW)相対的貧困の状況と対策について考察したい。

①子どもの貧困

衣5-3で所得中央値の50%未満に属する比率でみると、 H本は全体

で15%とイギリスの11%を上1"[っているが、 18歳未満の子ともに関して

は、イギリスが全体より悪く 16%であるのに対して、 H本は14%と全体

をやや下|μ|っている、

川述。〕とおり H本では、若者のJド11胤屈JIJが増加しているが、 11配偶

者のIヒ半(男性)について、正規職員が1992年の68.9%から以)02年の

北法58(1'451)451 [40] 
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6'7.2%と比較的小さな減少に11まっていることに対して、同時期非正規

職員については64.9% から 53% と大IIJI~ に落ち込んでいるつ叫若年の貧困

層の増加が、婚姻半の減少、その結果としての子どもを持つことを難し

くしている4人J兄をノJ.:n主しているものと忠わjしる。

表8をみると牛活保護世刊の中での14iJl<:灯、 l、の保護人員の全体に対す

るlL半は年齢構造の少了一化を以映して下がっているが、その年齢層の巾
の保設烹は1995年以降卜弄している。表9のIU.古を照'J別IU帯保護不でも

母了家J廷の保護率が高まっているυ 表12の母了の非就労比率が高まって

いることも考え合わせると、 EU?干同でも見られたほ千を対象とした就

労支援の強化や、母了世帯の就劣阻害要因である丁ともの保育サーピス

の強化が望まれる内

日本は、表13に見られるように、児童子、'iの在日、はEU3国より低い口州

表8 年齢階級別被保護人員構成 表9 世帯類型別被保護世帯構成比率世

比率、保護率 帯保護率

5仙1ト込似i， (， -1歳 lj-50車 抗l在L札 総数 両齢占 吋千 官前障t~ その他

被保護人目構成半(出l 被保i引ト帯情成半 i%i

1973 100 23.3 116.2 加 3 1973 100 3U 9.5 16.1 10.2 

198e 11111 22.7 49.2 28.2 198， 100 ;也 5 IU -s.6 9.3 
199= 100 13.0 '13.0 11.0 1993 100 13.7 8.6 12.3 目.J

的ω 1110 12.3 40.0 47.6 21100 100 46.11 7.S -W.:~ 5.9 

2ω3 100 12.8 38.5 18.7 2003 100 16.3 8.6 36 8.3 

211114 1110 12.8 :18.0 49 .;~ 21104 100 J6.7 自討 J市 l 9.4 

保 三ロやス 中(恥J 世帯保誰京(払)

1973 1l.6 IU 8.4 :1II.11 19'，.1 20. " 114.1 17:-;.5 12.4 

198= II.G 12.2 8.9 22.2 1983 20.1 79.5 216.1 12.0 

199= 行自 5.6 4.6 14行 199.1 14.2 43.1 10:-)， i 泊。り

200C 8.1 i.O uて.つ】 16. G 出ω 15.8 12.6 91.3 8.9 

20(日 111.1 9. :1 6.4 19.3 2()(日 lS.9 46.2 112.3 11. 6 

2001 10.7 9.9 6.8 20.2 2001 20.3 19.6 115.3 12.3 

資料 l被保読者全同 y行制作報告書」 資料 l社会福祉行政業務報告」

[41] 北法問(J.4別)4:J()
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表10 被保護世帯中の非稼働世帯比 表11 その他世帯保護開始理由

卒ー
1995 2003 

世帯員の傷病・l:'介護 ι1.7?6 21. 5% 

稼問者。)死・離別 3.0 3.6 

資料 福祉行政報告側」 収入・仕事の減・世史 14.1 432 

貯企等円減 喪うた 8.1 19.3 

表12 世帯類型別非就労率推移 その他 6.3 12.4 

資料「社会初社行政業務報λ」
"旧人 仕事的減.~Ü~央」は禄働収

入減、定牛尖業、事業ィ、振倒産、社
会保障給利減、仕送り械

資料 被保読者全|玉[ /1副作報告書」

表13 児童手当の比較

イギリス ドイツ スウェーテ叫ン 日本

支給年柿 原則1日夜半満 原則18歳本満 16歳よ満 小学3年まで

RJi持制限 な な L な し あ

十人 給 組 週11.4ポント 月154ユーロ 月1204クローネ
}-j 5.0ω円

(第2千円場合l (n約1万円) In約2.2万円j l月約1.8万円)

i'f判 内同府「平成17年収少f化社会同書 少f1~対荒の現状と課也」より作成為

替レート2006. 2 

少子化対策として、金銭給付がとれほどの効米があるか疑問視する志凡

も多いが、イギリスのようによ己童の貧同問題を、世代を超えた貧同の移

転の|坊 I[や機会の平等の確保と Lて重視する考え方もあり、財政功、字の

中乏しい財源、を投入するとしたら、チどもの貧困対策を優先することに

は意義があると考える。

③ 就労年齢層の貧困

EC 3固とJtべ税財源の雇用保険がなく、就労年齢層に刻する所利保

障制度としては、拠開制の失業保険が切れた絞は、ステイグマの問題も

ある止活保議制度しかないc

他点、 EU3["[特に、イギリス、 ドイツでは、牛活保護にあたる所得

補助や社会扶助と税財源の所作調査イすきの失業給付を統合整理し、就労
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能力のある苫には、失業給付のみを支給するが、その受給者に対しては、

文援も行う ~hで、就労努力を怠り、 II-~ な理由なく就1主将旋を組合す

る場合は、一定期間の一部停11桁世を取り入れるなど、制肢の引き締め

をド|っている。

他方、刊本の止活保記長は、 且受給開始Lた場合の就労支援について

は、従来は専門性に乏しいものがあった。前j主投ぴ注36のとおり、 2∞5
年度よりハローワークとの連携による自立支疑事業が開始されている

が、福祉と労働の連檎による生活保護受給者の円立主援策の充実 強化

が望まれるU

むしろ、貧凶層の所得保院については、失業者や非就労者への所得保

障の充実ではなく、就労へのインセンテイブと稿tli依存からの脱却を図

るため、イギリスのように就労を要件に給付を行う 'make¥vork paYJ 

対策の充実についても検討すべきと思われる口

具体的には最低賃金制度の充実州を凶るとともに、 ¥VorkingTax 

Creditのように、週16時間灯、上の就労を条件に所得が定額に達するま

では迦単位で税持除という形式ご手当を支給する「負の所得税型の給付」

の導入に関しても、財i岬面なと課題も大きいだろうが、福引の民からの

目見却という U] 占では、 4主 ~tする{仙{直カずあるように.';Itわれる。

③ 高年齢層の貧岡

表 5-3のOECDデータによれば、所得中央値の50%未満の高齢者

の比率は1990年の23%から20以)年には21%に低卜している c この傾向に

ついて大竹氏 (200，，)によれば65歳以上の貧困キfの低下がみられ、白波

瀬氏 (2005) も高齢者のみ世仙のジニ係数の低|、と全体との与の縮小を

指摘している*-1;)このiL~:1こは高齢苫の年余制度の充実や厚生年余受給

層の増大が考えられる。他点、そもそも ltj齢者の相対的貧困率は去 5

3で兄たように EU3国よりかなり高く、表8、9に兄られるように生

活保護世仏ムにおける月齢者の比率の増加は跡、著である。これは、門波瀬

氏 (21川5)刊の指摘にもあるように、高齢化の進展とともに、高齢者を

含む世仙の規模の縮小の中で、長礎年金のみの受給者が多いl士J齢kl士の

単身高齢者世帯などの増加があることが考えられる}

その対策には次のようなものが考えられるが、年金制度。)体系への影

響や実現がかなり雄Lい論点、も多く、年金制度そのもの検討を必要とす
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るものが多いハ

1 )スウェーデンのように、報酬比例部分を一元化しつつ、併せて、

国庫補助をjl(.所作者・無年金者に集巾よる最低保証年令官l反を構築す

る。

報酬」七半年令の 冗化については、白営業若手の所付把握の困難件、

白也事走者に事業干負担分の負担を求められるか、中l士J所得者。〕某礎年

金の国庫負担がなくなることによるその階層の保険料負担増又は給付

減の検討など、検討すべき点が多い。

2 )基礎年金の全額税財源化

莫大な税負担の ~M注の問題のf也、税方式は社会保険料のように負担

実績と給付が結びつかないために権利牲が弱まる怖れがある υ そのた

め、増税による財源確保が凶離な場合、給付の低所得者への限定や給

付の全体えに準の引下げに101かう可能性が高いこと等が問題点として上

IfらオLる。

3 )高齢者|白jけの税財源の所得調査{寸き低所得者|白jけ公的扶助制区

皿1(21のo:;.で児たようにドイツ、スウ工ーテゃン、イギリスともに高
齢者以外の親族への扶養義務を緩和した公的扶助を導入してし、る。し

かし、国民作金の保険料収納豆欲へのマイナスの影響、税財源の碓~、

等検討すべき問題点も多いコ

、1'，面は、パートタイマ一等の短期同労働者の厚牛年金i直川jなどにより、

未納・未加入者を減少させるとともに、将来、国民年金のみを受給する

者がJt']えないようにすることが，'2，Jf者と思われる。

また、先進国一高い少子高齢化の状況が予測されており、保健医療制

度の改世もあって半均寿命も世界品目水準にある H本においては、 EC

3固に共通する{市街、年金支給開始年齢の67-68歳への引上げ判7の可能

性、 l市齢者雇川の促進策、並びに就労における年齢主別の禁止策の導入

なども検討tる必要があると忠われる。さらに、低年令受給居に対して、

牛活保護のみで対策を講じていればいいのかどうかについては、今伐と

も年令制度の機能・あり方を検討する際には、重要な論点の つである

と考える c
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以上 EU3国と円本の失業半・相刻的貧困半芋の共通指杭の最近の傾

向、 EC3川のソーシャル・インクルーンヨン1'，1不戦略や、 2005年のリ

スボン戦略を受けた国家ck草プロジェク卜の雇用施策与の最近の勤I&Jを

概観するとともに、その共通点と、 H本の状況に朱づく什会的排除政策

の必要性と五現ロJ能性の考察を述べたU

ゲロパリゼーンヨシや知識某幣経済化の中で、知識・経験に乏しかっ

たり、いろいろな意味で労働市場弱者になりがちな、害者、巾高年齢失

業者、教育・職業資絡の乏しい者、外同問身者などのグループが、失業

や低賃令で不安定な雇用に追いやられ、その結果として貧岡や社会の多

様なサ ピス・活動から排除されるという「社会的排|徐 (SocialExcl u 

sion)問題は、 EU、円本を阿わず先Jlli国共通の課題に思われるし

対策山においても、人口両齢化と、両度の経済成長が望みにくい成熟

した経済環境により余裕のない財政状況と、グローパリゼーションによ

る厳しい競予深境の巾で納税者・就労胤の非就労凶に対する胤当たりが

強まる状況においては、受動的な干国有|的給付の充実ではなく、働ける者

にはときるだけi里小、てもらうとし寸積椋的労働 l]i場政策や rworkfarcJ 

に重点を置かざることなと、についても、各|主|で共通牲が見られる。

日本は失業咋、は低いが、女性の労働力干の1止さ、若者や母子家庭など

非 11規照川層などの就労年齢にある相対的貧閑層のよ自大や、その結果と

し亡の山生中への影響も見受けられるの

また、就労状況や受給している年金の種類で元々所得格志の大きい高

齢出が人口高齢化による増加するとともに、家族の扶索機能が似下し、

単身.，口J齢者のみ世仙の司自lJuしていることとも中日;まって、 l司齢者の相対
的貧困層の絶刻数と Lての増加も見られる。

このため、 H本においてもL者・母千家庭等を中心としたJド11胤労働

居に対して、効半作・効果件を考[害した積極的労働1]1場政策の光'五が求

められる。特に EUに見られてH本においてまだ顕著と目、われない施策

として、学佼等の教育と労働側の能力開発を総合的に視野においた筏

能・教育戦略の充実が望まれる c

EL 3固と比べると、就労年齢層の社会的扶助以外の税財源失業給付
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や、無年金・ jl¥年余層の貧困な高齢者への独自の所初保障制度がないが、

ClJでも寛大すぎる受動的制祉給付の悪影響への懸念と就労之十五強化の

動きがあること、日本の財政状川ゃ先進国一厳しい少子高齢化状?Jlに鏡

みれば、乏しい税財源は、少千化にも寄与し、世代闘の貧困移転の防止

や機会の平等につながる子育て居の支援や、事手i~的理府による教育機会

の格k~q:1肖に優先的に使われるべきではないかと忠われる c

就労年齢層は、就労支援を充実させるとともに、最低賃金の生活保護

水市に配慮した確保や、就労を促進する税控除など 'make¥vork paYJ 

対策の充実を検討すべきと恩われる。

高齢者層の対策は、希望する限り就労を"J能と守るム;疑策を講じつつ、

所作保障制反については、年金制皮のあり )Jと合めて検討すべきものと

考える。子「金の税方式への移行や両齢者向けの独口の税財源所得保|布制

度の創設は、日本のJJ!状においては、年金制皮の基盤を更に弱体化する

おそれがあるので、千「全体系金般との関係についても慎重に考慮すべき

と恩われるu 低年金屑にんlする年令官j皮の機能がいかにあるべきかは、

午金制度改正の検討の観点の つであると考えるのこのような点に関し

ては、引き続き研究を続けていきたい。

(注)

事よ仁ラmmunicalion[rom LhcじommissionLO thc Council， thc Europcan Parliamcnl， 

thぞ日'on011日仁川d品川札1Committee札ndthe Committ刊 ofthe T-Iegions 'Strengthening 

the social dimention of the Lisbon Strate氏、 Streamlininヌopencooclination in 

lh(、ficldof soci叫 ]irOLCClion'(2003) 

半 q じommllnicationfrom the Commission to thぞじouncil，the ~:uropean Parliament 

thc Economic and Socinl 仁川lmillccnnd lhc CりmmIllccof Lhc Rcgiりns'¥¥rorking 

together¥¥¥'orking better A new framework for the open coodi日札tionofぉOCl札l

prolcclion and inclusion policics in lhc Europcan仁nion'(2005) 

判 CuropcanCouncil llrussc1おお05年日片22-230Pn:sirl刊り Conclllsion

判 Theov目8l'chingobjectives of the 0[1.1じforsocial protection and social inclusion 

(2006) 

キλ ドerghman.J(lω5) 'S山 iallncl11sion in Euro間同];り contextano analytical 

framcwork 
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事。エスどンアンデルセ〆 (2001) 1首，IiR憲英ー宮本太郎監副(，柄引資本全認の
三つの11'界比蚊福祉国家の到論と動態」 ミネルヴァ古房

事7Lisbon Europcan Council (2000イ13))2311、引 1)) Prcsidcncy Conclusion， 

par九graph5， 30 

時 StockholmELlropezlll Coullcil (2ω1年3月23H、24け) Presidenc、正onclusion

para只raph9 

刊半土守イ也ではJyi得の多い告の191得額に彬響されて多めに山るので、 Iyj得!胴に

卜から順番に回民を悦べて、真ん中の人の所得である中火i員。160括的所得未満

のす千を貧困リスク屑ととらえて、その層に属する7Tの人口の全人口に対する比

率をM告とじごし通る 3 世帯が粁済単位であり、世帯同が各いと世帯内でき氏五|支
，'1'，を合理化できるので、 EUでは成人 I人円はし 14歳以卜の 2人円以卜の人

員はO.S，14歳未満の千は0.3の叩みかけて調整してし通る。 OEじりでは世帯人

員数でなく、その人員数の平h根で十世帯所得を剖り、各人の所得とすることで、
111引規似の影響を緋除する等価調益をわつどいる j

叫 oj山f~ 芝田 (2006-2) '11本におけるソーシ守ル イ/クルージヨ〆の

政策の必要性と可能性 格志論・相対的貧困層の到'11ロlと若者・公的扶助受給者

のμ立支援 」

本n アの部分の多くは労働政策研究・研修機構 (2肌16) r労働政策研究ffi告書

Nu6日ドイツにおける労働市場改革 その評価と民望 」及び厚生労働省編

(2006) I世界の!早'1ノJ働2006-2001-2005 イ|海外情勢 '1.~_;lj 一」によっている。

キ1Z 向治刊、側の要望により、 69向治体について、職業紹介と給付の業主任の Fべ

てを、白治体側で行う形態もばめられているつ

傘n I~丙ドイ Y州は中+5'345ユ 口、パ)トナー I人あたり 311ユ 口、 14歳未

満207ユーロである 1円東独州は給付が低かったが2川16年より阿部州のノk準に
統 された 2 了ともにかかる追加需要・家賃・暖房費等の加首により、社会扶

助と同様に最低生活以卜の水準を保証しているじ

川イ0)多く l土I¥aLionalStraLc町 RcpOrlSocial Protccion and Sociallncl山 1011

200E及び'Nationalf<efol-m Pl-ogram Germany 2005-2008 Jmplementatio]1 and 

prc号ressreport 2006'によってしミる

本1"Kombi-Lohnについては、 2006午l文秋を日注に具体化するとされていたが、

2川崎年12月現在、まだ、財岬、等の問題もありまとまっていないようであるつ

叫Ii 'loim Rcporl on Social Prolcclion and Social Inc1usion 2006' (2006年3)) 13 

日)

*17 'Swcdcn's Slralc町 IorSocial ProlccLion and Social Inclusion 2ω6-2008' 

(2006年9月14日)

キ18'The Swedish H.eform Pro只rammefor Growth and Jobs' (2006年11月28H)

州 E1Jで比較する長業平は ILO基準であり、積極的労働市場政策参加者でも
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JtfI用ではなく教育訓練に参加している者等は夫業者とされるため、表 30)夫業

半は囲内 e伎われている 6%の顕在史業半 (openllllemploymellt) より古い
7.8%となっている。

傘三() Comml1llication fn)m the CommiおおiOI1to the Spring CllrOpeall COl1llcil 'Time 

to .¥love up a Gear Country Chapters -The Commission's Assessments of 

N叫ionalRcIorm P了時rarnmcs[or Growlh ancl Jobs-' (2006;':ドl片山口)

判 1前i's.18の 'TheSwedish Reformドrogramr口efor Growth alld Jobs' p17によれ

ば、社公的給付的支援を長けている21%の内訳は、 12%が傷梢7ぺ当・リハビ')

手当、障害年金等の傷病 障害関連給付、お%は雇川関係給付、1.5%は社会

扶助とされている

傘立T¥.finislryof [in川山、 2006年10月16日プレス・リリース'i¥IlLllmnI3ud，l.;Cl I3ill 

Putting Swec1ell to work -a good c1eal for all' 

本幻スウェーデシの作企ゃ各組給付、社会保険料の I-， I~なとは毎年の消費者物

価卜昇率を勘案して記められる「物価悲礎組」にじのti¥数の比率をかけて

表現される{傷梢 F当0)瀬は傷病問の貸す，の80%を基本とするが、給付が準拠

する従前の質金のト限を定めている。これを物価恭健相の7.5倍からlOi音に引

き上げていたものを引上げ前の7.3倍に民すぐ

山スウェーデン行政査察庁 (Riksr川 1日1011CI1二同会にJ，'};¥L会計検査院と行政

肢察の111リ方の機能を呆たす機関)が21106年 8月に公表した労働巾場庁 (Aル[S)

とその出先の早用事務所の査祭結果によると、江公共職業ザーピスの職業料介

に市めるシェアは90年代初めより低下している"公Jt職業紹介の生附性(紹
介数を賢肘で削ったもの)は199i年とJ七べ現時内で10%紙上しているc(j)J需用

事務所聞で大きなと主産性のtZがあり、その井を説明L得る地域u¥i要閃は見あた

らないので生洋平|改否の余地は高いりというものであったり

本2" TK  Nalional Rcporl on Slralcs.i-' [or Socinl Prolcclion and Socinl Inc1usion 

2印16-2111旧， (21旧5年) '1.isboll日trategyfor Jobs anc1 Grmvth UK I¥atiollal Reform 

Pro只rammcUpdalC 0江戸時rcss' (2∞がj.lQ)J)

州 DWP (雇用年金也、) Qual-terly Statistical Sllmm礼cy 12006'1' 8月16口)

町市述キ11労働政策研究・柑川島jl1構 (2006) 附属資料 p115'C口U、 CSU、

SPDのj車社協定 (2005. 11. ll) J 1抄訳)

州トllrupeanCommissiOIl (2川6年111月) '~:mploymellt illトurope2006' chap 

Lcr 3 p133-H5 

叫ミクロ分析は主として KluveJ" Fertig}..L， Jacubi r" I¥ima L.. Schffn引 S
(2005) 'Sludy on Lhc cHccLivc o[ .AU .. ..IPs' RV¥，'I ESSCI1， Rcscarch projcct [or lhc 

Europcan Commissiol1， DG ErnploymcnL Social i¥ffairs and Cqllal Opporlunilics 

による)1970年代から20011年代の EU各回の95のプログラムのB7の積似的労

働市場政策の事業後の就職ネペ 賃金に対する改普効巣を事業に参加しなかった

北法58(1'44:;)443 [48] 



士晶子7と比較してし、る。
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州代替吋J呆は、賃金補助を受けたずfは雇用されても、 f他白の干粁千の雇川を奪うだ

けで全体の失業耳京てペややコJ"}万j

はそのような施散がな〈ても職に就けた者がいるので、賃金補助旬、資源配分の

効率引を悪くするという効思むある"201J6年10月に筆者はスウ γ ーデンの労働

市場庁 (λMslのSlranncr[同調査ぷ長にスウェーデンの子l早い積極労働市場

政策が失業率を低下させない王甲山について質問した際も、代詩効呆と|円l株の自:

l床を持つ置燃え効果 (displaccmcnlcHccU により全体の失業京は思ったほと

下がらないことを認めつつ、賃金補助十jき雇用等は労働市場弱者を救うトで効

果があるという主張をしていた{

判独)労働政策研究・研修機構「多様化守る就業形態の下での人事戦略と

労働1iのι首:識に閑「る調作(従業員調布)J (2005年)"集計対象は15-341設の

ijJJ，(， 

山労働政策審議会職業安定分科会雇JIJ保険部会資料「雇JIJ保険制l査の見直し

について(案)J 2006イ112)J2711ゎ

州「フリータ-21J万人品用雇用化プラン」は、 11若者|ロjけワンスト yプサ)

ピス出の就職支提サービスセ/タ であるジョブ・カブ了の設置、 2)フリー

タ」の持者向けの賃金補助付き試験醇用であるトライア)レ醇用、 3)企業史資

と専門学校等での州学を組み合わせた円本版デェアルシステム、 4)ハローワー

クでの常用需用支援事業主宇を展開しており、 2006イ11)Jで22.5))人を常用早

川 V¥ート田アルバイトではないという意味で必ずしも正見職員ではなしサに

つけた p

制E1Jのように企業ごとでなく産業別労働組合ではないので「同 労働同

賃金原則」の佐JLは困恥のようであるが、労働政策帯議会庖肘均等分科会「今

後のノトートタイム労働対策について(C}~告) J (2006年12片山口)によれば、パー

トタイム労働誌につい亡、通常労働者と職務、就業実態が|可じであるパートタ

イム労働省の差別的取扱いを禁Iiするん向で一歩間進の改rr.が検討されてい
るハ

制 F且布市出労働者の 3/イ以「のjJ働時|叫(原則週30時|出シい前jの者は、厚
T午金に加入でき F、2001年午金改ifでも原作年金適用は見送られ、短時間ヲ7

働ず!の厚生年金i血肘については、その後3年をFli主に枚'"すj-ることとされた

J)iイI政附内で今年の回会提出に向けて検討が進められている。

州事前半吋芝同 (2007)-C'、ハローワークとの連探による生活保護受給TIの宵立

支援事業の嗣丘を行っているぞ

*:-17 1[1島隆む障害者の経済学J (2∞6)京洋経済新報中十。冗データは文部科
学省 「学校恭本調1b (2004) 。中同l~は経済学布であり障有}?í.の税である立場

からどこにも行き場のない障会者に対してニ トとと阿憾であるとして、社会

[4!IJ 北法;;8(1. 442) 442 



Ellにおけるノ ン号ル インクル ジョン政京の最新動向と H本への示陀

。〉 員として多禄な働き hペコ'1日ができるための支援策の充実を主張してい
るυ

制 l早I1労働省ホムベジ WW¥V .m111 ¥.¥. .go.jp/bunya/お110ugaihokcniri ts ushicnho u 0 1 

州日本の数字は士部科学也、「学校来本調音」の2肌)5年同校羊業者を2005年同

勢調査の18歳・ 19歳人11でそれぞれ判った率の、l'均。 El3困の数寸は、前i土
20の If 1半と成長のためのリスボ〆戦略の各阿同家改透フ。口グラムの欧州委員

会のcflilliJによる〉
判。 l早川労働省「職業安定業務統計」

料 1 この出については、内悶肘「月例経凶報告に関する関係閣僚会議資料 12川)6

c4' 1 )JJや、!学生ノJ働省 l、l't!iJ8年度版労働経済山古一」の分析、ん刊J(;(200o) 
r25等、政H寸、学識者ともに指摘しているところである。

叫ツ厚生労働省「半成18年版労働経済U舟就業形態の多株化と勤労{i.の生活」

P291付 3-(2i-22表〕

叫九平成18年12月末現在、平成19年l文子且案によれば川市手当の額を従前の第

チ約千JJ頼3仰O円、第一千JJ頼I万円を乳幼児}j11}1:として第チ第
一了も 0-2歳まごは月瀬 1万1'1と干る方|ロjで平成19夕刊文に制民改?を行おう

としている。

刊労働政策審議会労働条件分科会「今後の段低賃企制度のιり方について(恨
告)J (21川6年12月27円)によれば、困内の各地域ごとにすべ亡の労働者に泊刑

される地域別最低賃<iiを決定しなければならないこととするとともに、決定基

準の一つの IJ白域における労働者の生計費」については、生活保護との盤合性

も ~.~:i-る必12があることを明確にすべきとしているわ

州大竹氏 (2005) p25 阿 1-14、杓波瀬氏 (2005) p166 -167 阿 7-4 

/!t..ぴ凶 7-5日

州内波瀬氏 (2005) p170-171 表7-2 0 

叫7市齢者の就労能力には何人芹があることから、完全に支給しないというの

ではなく、今までの満額のイl令をもらえるイ|齢を引上げ、半期支給話には減瀬

L、支給開始年齢を更に後送りした者は増補する仕組みを洋入するものである
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